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1. 目的と業務内容 

1.1 目的 

我が国においては、国連気候変動枠組条約に基づき、温室効果ガスの排出・吸収量目録（以下

「インベントリ」という。）の提出とともに、インベントリの精緻化が求められているところであ

る。また、2050 年カーボンニュートラルの実現とともに、2030 年度の温室効果ガス排出量を 

2013 年度比で 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けることとされ

ており、家庭部門においても効果的な削減対策の実施が喫緊の課題となっている。 

このような背景を踏まえ、家庭部門の CO2 排出実態やエネルギー消費実態等の詳細な基礎デー

タを把握することを目的として、全国 13,000 世帯（調査員調査 6,500 世帯、インターネット・モ

ニター調査（以下「IM 調査」という。）6,500 世帯）を対象とする政府一般統計調査「家庭部門の

CO2 排出実態統計調査」（平成 28 年 11 月４日付総務省承認）（以下「家庭 CO2 統計」という。）

を平成 29 年度から実施している。 

本業務は、家庭 CO2 統計の調査員調査を令和４年度に実施することを目的とするものである。 

なお、家庭 CO2 統計は準備から、実査、集計・分析・公表等までに約３年間を要することから、

本業務は令和３年度～令和５年度の３か年度にかけて行うこととされ、今年度は３年度目の業務

である。 

 

1.2 業務内容 

(1) 令和４年度調査結果の集計・分析、公表、詳細分析等 

令和４年度に引き続き、家庭 CO2 統計の令和４年度調査（令和４年４月～５年３月の 12 か月

間連続の調査）について、調査員調査として全国 6,500 世帯を対象としたエネルギー使用量調査

及び属性事項に関する調査の実施結果について、集計、分析、公表等を行う。また、「令和５年度

家庭部門の CO2 排出実態統計調査インターネット・モニター調査事業委託業務（令和４年度調査

分の集計等）」及び「令和４年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査インターネット・モニター調査

事業委託業務（令和４年度調査分の実施等）」で集計した調査結果を調査員調査の調査結果と統合

し、分析、公表等を行う 

なお、回収した調査票について回答内容を審査し、エネルギー毎に用途別消費量及び CO2 排出

量の推計を行った上で、統計表の作成等を行う。また、エネルギー消費量の多変量解析（重回帰

分析等）による属性項目の重要性の評価、過去の当該統計調査との比較・分析、調査事項の見直

し、調査員調査と IM 調査の調査結果の比較・分析等を行う。 

過去の当該統計調査の結果等の差については、その差異や要因等の詳細を分析する。 

調査結果の速報値について、令和５年 10 月末までに環境省ホームページで公表するために、必

要となる関係資料を作成するとともに、確報値（統計表等を含む）について、令和６年３月末ま

でに「政府統計の総合窓口 e-Stat」及び環境省ホームページで公表するために、必要となる関係

資料を作成する。調査の実施に当たっては合理化・効率化の観点から課題の整理を行い、改善の

検討等を行うものとする。 
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なお、本委託業務の実施に当たっては、統計法及び関係法令等を遵守して実施するとともに、

調査票情報等のデータについては適切に管理を行い、環境省での保管が必要なデータについては

適切な時期に提供する。 

 

(2) 統計の活用促進等 

1） 調査票情報の二次利用に係る業務補助 

過去の家庭 CO2 統計（平成 29～令和３年度調査、全国試験調査）の調査票情報の二次利用（統

計法第 32 条及び第 33 条）に係る申請内容の審査等の業務を補助する。また、令和４年度調査の

調査票情報から統計表を再現する手順について解説書を作成する。 

 

2） オーダーメード集計に係る準備 

令和４年度調査の調査票情報について、その利活用を目的にオーダーメード集計（統計法第 34

条）に必要な準備等を行う。準備等に当たっては「委託による統計の作成等に係る事務処理要綱」

（（独）統計センター）及び「委託による統計の作成等利用の手引き」（同）に基づき実施する。 

 

3） 統計調査の活用促進等 

家庭 CO2 統計の概要や結果等を内容とする広報用資料を作成・印刷する。広報用資料は、今後

の家庭 CO2 統計の対象世帯に配布することを想定した一般家庭向けの資料（２ページ程度）と統

計利用者向けの資料（４ページ程度）の２種類とする。また、過去の公表資料に基づき構築され

たウェブコンテンツ及びウェブサイトの管理を行うとともに、家庭 CO2 統計の令和３年度調査結

果の公表資料等に基づきウェブコンテンツを更新する。 

 

4） その他関連検討 

その他、必要に応じて、地方自治体や民間事業者、大学・研究者等の関係者による削減対策の

検討等の活用促進に向けた取組を実施する。 

 

(3) 家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業に係る検討会の開催 

家庭部門の CO2 排出実態や統計に関する有識者８名程度で構成する検討会を都内において３回

程度開催する。 

検討会の開催に当たっては、委員の委嘱、日程調整、会場確保（30 名程度）、会議資料（１回当

たり 50 ページ、15 部程度）の作成、借料及び委員への謝金・旅費の支払等の庶務を行う。 

なお、検討会については、新型コロナウイルス感染症等の影響により、状況に応じてオンライ

ンで開催する可能性があるため、その場合は、環境省担当官の指示に従い、適切に対応する。 
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2. 家庭 CO2 統計令和４年度調査結果の集計・分析、公表、詳細分析等 

2.1 調査の実施結果 

(1) 調査概要 

令和４年度調査の調査概要は以下のとおりである。 

 

表 2.1.1 調査概要 

調査対象 全国の店舗併用住宅等を除く世帯 

調査項目 

・電気・ガス・灯油・ガソリン・軽油の使用量等（12 か月分） 

・属性事項（世帯属性、住宅属性、機器使用状況、車両使用状況、省エネルギー行動実施状
況等） 

層設定 

・地方 10 区分 

（北海道、東北、関東甲信、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄） 

・都市階級 3 区分 

（都道府県庁所在市（東京都は区部）及び政令指定都市、人口 5 万人以上の市、人口 5 万人
未満の市町村） 

対象選定方法 住民基本台帳を用いた二段階無作為抽出 

調査世帯数 6,500 世帯（回収目標 4,000 世帯）  

調査対象期間 令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月 

調査実施期間 

・訪問回収：令和 4 年 5 月、9 月、令和 5 年 3 月（沖縄のみ回収率向上のため令和 4 年 12
月にも実施） 

・郵送回収：上記以外の月  

 

(2) 回収状況（調査員調査） 

調査員調査の最終の月別回収率は、すべての調査票で想定回収率を上回っている。 

 

 

図 2.1.1 調査員調査の月別回収状況（最終） 
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なお、12 か月分の例月票と夏季票、冬季票のすべての調査票の回収状況を、10 地方区分別・

３都市階級別に、世帯区分別または住居区分別を加味して整理する。 
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表 2.1.2 調査員調査 4 月票層別回収状況（最終） 
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表 2.1.3 調査員調査 5 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.4 調査員調査 6 月票層別回収状況（最終） 
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表 2.1.5 調査員調査 7 月票層別回収状況（最終） 
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表 2.1.6 調査員調査 8 月票層別回収状況（最終） 
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表 2.1.7 調査員調査夏季票層別回収状況（最終） 

 



 11 

表 2.1.8 調査員調査 9 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.9 調査員調査 10 月票別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.10 調査員調査 11 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.11 調査員調査 12 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.12 調査員調査 1 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.13 調査員調査 2 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.14 調査員調査冬季票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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表 2.1.15 調査員調査 3 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（62%）を下回っている層 
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(3) 有効回答数 

４月票では世帯情報や住宅の建て方の属性を、夏季票では機器の使用状況や夏季のエネルギー

の使い方を把握しているため、集計・分析に欠かすことができない。また冬季票により暖房の使

用状況を把握しているのでこれも不可欠である。一方、例月票で把握しているエネルギーの使用

状況は、一部の項目であれば回答欠損があっても、データを補完することができる場合がある。 

そこで、４月票と夏季票、冬季票についてはいずれかひとつでも欠損している場合は集計対象

外とした。一方、例月票に関しては４回以上未回収の場合は集計対象外とし、未回収が３回以下

でもデータ審査によりエネルギーデータの欠測値の補完ができなかった世帯（注）は対象外とし

た。更に、調査期間中に転居、増築、建て替えが行われた世帯は住居の状況が変化してしまって

いることから集計対象外とした。 

最終的に集計に用いた有効回答数は表 2.1.16 のとおりである。 

注）電気・ガスは 3 か月以内、灯油、ガソリン、軽油は 2 か月以内の欠損に対し補完処理を実施している 

 

表 2.1.16 有効回収数 
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表 2.1.17 層別有効回答率 

※有効回答率の青い網掛けは回収目標（4,000s/6,500s）を下回っている層 
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表 2.1.18 層別有効回答率（調査員調査） 

※有効回答率の青い網掛けは想定回収率（62%）下回っている層 
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表 2.1.19 層別有効回答率（IM 調査） 

※有効回答率の青い網掛けは想定回収率（66%）下回っている層 
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2.2 調査結果の分析等 

2.2.1 過去の調査結果との比較・分析 

(1) 世帯当たり年間 CO2 排出量 

令和４年度（2022 年度）の世帯当たり年間 CO2 排出量は、2.59 t-CO2/世帯・年であり、平成

29 年度（2017 年度）に比べ▲0.61 t-CO2/世帯・年（▲19.1%）となった。また、前年度に比べ▲

0.15 t-CO2/世帯・年（▲5.5%）となった。また、エネルギー種別構成比には大きな変化は見られ

ない。 

 

 

図 2.2.1 世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量の推移 

 

 

図 2.2.2 世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出構成比の推移 
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平成 29 年度（2017 年度）と令和４年度（2022 年度）の調査結果を比較すると、10 地方全て

で世帯当たり年間 CO2 排出量が減少している。減少率の大きい地方は、四国（▲32.9%）、中国（▲

28.7%）、北陸（▲26.1%）である。 

 

表 2.2.1 地方別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量の推移 

 

  

世帯数分布 集計 CO2排出量[t-CO2/世帯・年] 構成比[％]
年度 （抽出率 世帯数 電気 都市 LP 灯油 合計 電気 都市 LP 灯油 合計

調整） ガス ガス H29(2017)比 ガス ガス
北海道 H29(2017) 4,566 838 2.57 0.21 0.16 2.08 5.02 － － 51.2 4.2 3.2 41.4 100

H31/R1(2019) 4,566 899 2.07 0.23 0.20 2.01 4.50 -0.52 -10.4% 46.0 5.1 4.4 44.7 100
R2(2020) 4,566 922 2.12 0.32 0.18 2.04 4.65 -0.37 -7.4% 45.6 6.9 3.9 43.9 100
R3(2021) 4,433 865 1.98 0.29 0.16 1.83 4.26 -0.76 -15.1% 46.5 6.8 3.8 43.0 100

R4(2022) 4,433 856 1.91 0.33 0.22 1.72 4.18 -0.84 -16.7% 45.7 7.9 5.3 41.1 100
東北 H29(2017) 6,487 901 2.60 0.17 0.26 1.46 4.49 － － 57.9 3.8 5.8 32.5 100

H31/R1(2019) 6,487 932 2.35 0.15 0.24 1.25 3.99 -0.50 -11.1% 58.9 3.8 6.0 31.3 100
R2(2020) 6,487 984 2.38 0.17 0.23 1.40 4.19 -0.30 -6.7% 56.8 4.1 5.5 33.4 100
R3(2021) 6,289 925 2.41 0.18 0.20 1.23 4.02 -0.47 -10.5% 60.0 4.5 5.0 30.6 100

R4(2022) 6,289 881 2.17 0.13 0.21 1.07 3.59 -0.90 -20.0% 60.4 3.6 5.8 29.8 100
関東甲信 H29(2017) 37,520 1,610 1.82 0.57 0.15 0.22 2.77 － － 65.7 20.6 5.4 7.9 100

H31/R1(2019) 37,520 1,625 1.67 0.53 0.14 0.16 2.50 -0.27 -9.7% 66.8 21.2 5.6 6.4 100

R2(2020) 37,520 1,663 1.71 0.59 0.15 0.20 2.65 -0.12 -4.3% 64.5 22.3 5.7 7.5 100
R3(2021) 38,307 1,661 1.71 0.55 0.14 0.18 2.58 -0.19 -6.9% 66.3 21.3 5.4 7.0 100
R4(2022) 38,307 1,579 1.55 0.51 0.13 0.16 2.36 -0.41 -14.8% 65.7 21.6 5.5 6.8 100

北陸 H29(2017) 3,706 853 3.59 0.36 0.17 0.93 5.05 － － 71.1 7.1 3.4 18.4 100
H31/R1(2019) 3,706 835 2.86 0.32 0.15 0.79 4.12 -0.93 -18.4% 69.4 7.8 3.6 19.2 100

R2(2020) 3,706 872 2.87 0.32 0.15 0.80 4.14 -0.91 -18.0% 69.3 7.7 3.6 19.3 100

R3(2021) 3,634 841 2.80 0.35 0.13 0.77 4.05 -1.00 -19.8% 69.1 8.6 3.2 19.0 100
R4(2022) 3,634 805 2.62 0.25 0.16 0.70 3.73 -1.32 -26.1% 70.2 6.7 4.3 18.8 100

東海 H29(2017) 11,100 969 2.14 0.44 0.24 0.28 3.11 － － 68.8 14.1 7.7 9.0 100
H31/R1(2019) 11,100 977 1.79 0.38 0.21 0.23 2.61 -0.50 -16.1% 68.6 14.6 8.0 8.8 100

R2(2020) 11,100 989 1.77 0.41 0.23 0.24 2.64 -0.47 -15.1% 67.0 15.5 8.7 9.1 100
R3(2021) 11,119 1,013 1.93 0.37 0.21 0.22 2.74 -0.37 -11.9% 70.4 13.5 7.7 8.0 100

R4(2022) 11,119 978 1.81 0.35 0.18 0.22 2.56 -0.55 -17.7% 70.7 13.7 7.0 8.6 100
近畿 H29(2017) 16,622 1,121 1.79 0.63 0.08 0.17 2.66 － － 67.3 23.7 3.0 6.4 100

H31/R1(2019) 16,622 1,087 1.37 0.59 0.07 0.14 2.17 -0.49 -18.4% 63.1 27.2 3.2 6.5 100

R2(2020) 16,622 1,111 1.54 0.63 0.07 0.13 2.38 -0.28 -10.5% 64.7 26.5 2.9 5.5 100
R3(2021) 16,581 1,117 1.38 0.59 0.09 0.13 2.19 -0.47 -17.7% 63.0 26.9 4.1 5.9 100
R4(2022) 16,581 1,063 1.45 0.54 0.08 0.12 2.19 -0.47 -17.7% 66.2 24.7 3.7 5.5 100

中国 H29(2017) 5,721 846 3.44 0.19 0.24 0.34 4.22 － － 81.5 4.5 5.7 8.1 100
H31/R1(2019) 5,721 889 2.78 0.15 0.24 0.34 3.51 -0.71 -16.8% 79.2 4.3 6.8 9.7 100

R2(2020) 5,721 927 2.67 0.15 0.23 0.27 3.32 -0.90 -21.3% 80.4 4.5 6.9 8.1 100

R3(2021) 5,591 908 2.56 0.17 0.20 0.28 3.21 -1.01 -23.9% 79.8 5.3 6.2 8.7 100
R4(2022) 5,591 885 2.44 0.12 0.23 0.23 3.01 -1.21 -28.7% 81.1 4.0 7.6 7.6 100

四国 H29(2017) 3,025 789 2.66 0.09 0.29 0.36 3.40 － － 78.2 2.6 8.5 10.6 100
H31/R1(2019) 3,025 797 1.82 0.07 0.26 0.29 2.43 -0.97 -28.5% 74.9 2.9 10.7 11.9 100

R2(2020) 3,025 842 2.66 0.08 0.27 0.29 3.30 -0.10 -2.9% 80.6 2.4 8.2 8.8 100
R3(2021) 2,919 809 2.36 0.08 0.26 0.24 2.95 -0.45 -13.2% 80.0 2.7 8.8 8.1 100

R4(2022) 2,919 795 1.71 0.07 0.24 0.27 2.28 -1.12 -32.9% 75.0 3.1 10.5 11.8 100
九州 H29(2017) 10,206 946 2.06 0.16 0.25 0.30 2.77 － － 74.4 5.8 9.0 10.8 100

H31/R1(2019) 10,206 981 1.50 0.16 0.20 0.21 2.07 -0.70 -25.3% 72.5 7.7 9.7 10.1 100

R2(2020) 10,206 1,056 1.66 0.16 0.22 0.25 2.29 -0.48 -17.3% 72.5 7.0 9.6 10.9 100
R3(2021) 10,024 969 1.39 0.16 0.19 0.21 1.95 -0.82 -29.6% 71.3 8.2 9.7 10.8 100
R4(2022) 10,024 956 1.72 0.18 0.18 0.19 2.26 -0.51 -18.4% 76.1 8.0 8.0 8.4 100

沖縄 H29(2017) 1,046 632 3.10 0.04 0.27 0.10 3.51 － － 88.3 1.1 7.7 2.8 100
H31/R1(2019) 1,046 638 2.87 0.04 0.26 0.09 3.25 -0.26 -7.4% 88.3 1.2 8.0 2.8 100

R2(2020) 1,046 649 2.79 0.04 0.28 0.10 3.22 -0.29 -8.3% 86.6 1.2 8.7 3.1 100

R3(2021) 1,105 696 2.73 0.04 0.26 0.08 3.11 -0.40 -11.4% 87.8 1.3 8.4 2.6 100
R4(2022) 1,105 681 2.52 0.03 0.27 0.08 2.90 -0.61 -17.4% 86.9 1.0 9.3 2.8 100

全国 H29(2017) 100,000 9,505 2.16 0.43 0.18 0.43 3.20 － － 67.5 13.4 5.6 13.4 100
H31/R1(2019) 100,000 9,660 1.80 0.40 0.16 0.36 2.72 -0.48 -15.0% 66.2 14.7 5.9 13.2 100

R2(2020) 100,000 10,015 1.88 0.44 0.17 0.39 2.88 -0.32 -10.0% 65.3 15.3 5.9 13.5 100
R3(2021) 100,000 9,804 1.82 0.42 0.16 0.35 2.74 -0.46 -14.4% 66.4 15.3 5.8 12.8 100

R4(2022) 100,000 9,479 1.74 0.38 0.15 0.32 2.59 -0.61 -19.1% 67.2 14.7 5.8 12.4 100
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平成 29 年度（2017 年度）と令和４年度（2022 年度）の調査結果を比較すると、減少率の大き

い世帯類型は、単身・高齢（▲22.2%）、三世代（▲18.9%）、その他（▲17.2%）である。 

 

表 2.2.2 世帯類型別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量の推移 

 

 

  

世帯数分布 集計 CO2排出量[t-CO2/世帯・年] 構成比[％]
年度 （抽出率 世帯数 電気 都市 LP 灯油 合計 電気 都市 LP 灯油 合計

調整） ガス ガス H29(2017)比 ガス ガス
単身・ H29(2017) 12,120 699 1.44 0.25 0.10 0.33 2.12 － － 67.9 11.8 4.7 15.6 100

高齢 H31/R1(2019) 13,174 782 1.20 0.23 0.09 0.27 1.78 -0.34 -16.0% 67.4 12.9 5.1 15.2 100

R2(2020) 13,378 845 1.23 0.26 0.09 0.29 1.88 -0.24 -11.3% 65.4 13.8 4.8 15.4 100

R3(2021) 15,498 825 1.16 0.23 0.12 0.25 1.75 -0.37 -17.5% 66.3 13.1 6.9 14.3 100

R4(2022) 15,482 818 1.09 0.23 0.09 0.24 1.65 -0.47 -22.2% 66.1 13.9 5.5 14.5 100

単身・ H29(2017) 21,361 1,179 1.18 0.19 0.12 0.16 1.67 － － 70.7 11.4 7.2 9.6 100

若中年 H31/R1(2019) 20,320 1,101 0.97 0.17 0.12 0.13 1.39 -0.28 -16.8% 69.8 12.2 8.6 9.4 100

R2(2020) 20,116 1,095 1.03 0.18 0.13 0.15 1.49 -0.18 -10.8% 69.1 12.1 8.7 10.1 100

R3(2021) 21,656 1,083 1.01 0.19 0.11 0.12 1.43 -0.24 -14.4% 70.6 13.3 7.7 8.4 100

R4(2022) 21,754 1,046 0.99 0.17 0.12 0.12 1.40 -0.27 -16.2% 70.7 12.1 8.6 8.6 100

夫婦・ H29(2017) 11,096 1,206 2.19 0.50 0.15 0.55 3.38 － － 64.8 14.8 4.4 16.3 100

高齢 H31/R1(2019) 14,066 1,603 1.90 0.42 0.15 0.51 2.97 -0.41 -12.1% 64.0 14.1 5.1 17.2 100

R2(2020) 13,882 1,637 1.99 0.46 0.14 0.54 3.13 -0.25 -7.4% 63.6 14.7 4.5 17.3 100

R3(2021) 14,125 1,759 1.89 0.44 0.13 0.51 2.98 -0.40 -11.8% 63.4 14.8 4.4 17.1 100

R4(2022) 14,999 1,741 1.79 0.44 0.14 0.44 2.81 -0.57 -16.9% 63.7 15.7 5.0 15.7 100

夫婦・ H29(2017) 9,757 1,157 2.05 0.40 0.19 0.41 3.05 － － 67.2 13.1 6.2 13.4 100

若中年 H31/R1(2019) 10,034 1,247 1.73 0.38 0.19 0.39 2.69 -0.36 -11.8% 64.3 14.1 7.1 14.5 100

R2(2020) 10,104 1,255 1.78 0.44 0.18 0.39 2.78 -0.27 -8.9% 64.0 15.8 6.5 14.0 100

R3(2021) 9,201 1,207 1.85 0.43 0.17 0.36 2.80 -0.25 -8.2% 66.1 15.4 6.1 12.9 100

R4(2022) 9,377 1,225 1.77 0.42 0.15 0.30 2.65 -0.40 -13.1% 66.8 15.8 5.7 11.3 100

夫婦と子 H29(2017) 5,723 616 2.81 0.63 0.22 0.72 4.37 － － 64.3 14.4 5.0 16.5 100

・高齢 H31/R1(2019) 6,156 658 2.49 0.60 0.18 0.55 3.82 -0.55 -12.6% 65.2 15.7 4.7 14.4 100

R2(2020) 6,583 742 2.55 0.61 0.21 0.64 4.02 -0.35 -8.0% 63.4 15.2 5.2 15.9 100

R3(2021) 7,012 774 2.43 0.64 0.20 0.61 3.87 -0.50 -11.4% 62.8 16.5 5.2 15.8 100

R4(2022) 6,347 742 2.43 0.56 0.17 0.52 3.69 -0.68 -15.6% 65.9 15.2 4.6 14.1 100

夫婦と子 H29(2017) 23,437 2,656 2.62 0.63 0.23 0.37 3.85 － － 68.1 16.4 6.0 9.6 100

・若中年 H31/R1(2019) 20,287 2,325 2.23 0.62 0.19 0.28 3.31 -0.54 -14.0% 67.4 18.7 5.7 8.5 100

R2(2020) 20,382 2,420 2.38 0.68 0.22 0.28 3.56 -0.29 -7.5% 66.9 19.1 6.2 7.9 100

R3(2021) 17,746 2,251 2.44 0.68 0.21 0.26 3.60 -0.25 -6.5% 67.8 18.9 5.8 7.2 100

R4(2022) 17,552 2,106 2.35 0.60 0.20 0.25 3.39 -0.46 -11.9% 69.3 17.7 5.9 7.4 100

三世代 H29(2017) 6,189 743 4.14 0.55 0.31 1.03 6.03 － － 68.7 9.1 5.1 17.1 100

H31/R1(2019) 5,601 660 3.45 0.58 0.27 0.84 5.13 -0.90 -14.9% 67.3 11.3 5.3 16.4 100

R2(2020) 5,253 679 3.55 0.61 0.24 0.97 5.37 -0.66 -10.9% 66.1 11.4 4.5 18.1 100

R3(2021) 4,425 573 3.68 0.63 0.22 0.82 5.35 -0.68 -11.3% 68.8 11.8 4.1 15.3 100

R4(2022) 4,549 541 3.30 0.51 0.30 0.78 4.89 -1.14 -18.9% 67.5 10.4 6.1 16.0 100

その他 H29(2017) 10,152 1,238 2.48 0.47 0.20 0.61 3.77 － － 65.8 12.5 5.3 16.2 100

H31/R1(2019) 10,100 1,254 2.03 0.43 0.19 0.50 3.15 -0.62 -16.4% 64.4 13.7 6.0 15.9 100

R2(2020) 10,092 1,326 2.11 0.45 0.22 0.52 3.30 -0.47 -12.5% 63.9 13.6 6.7 15.8 100

R3(2021) 9,678 1,283 2.12 0.43 0.19 0.53 3.27 -0.50 -13.3% 64.8 13.1 5.8 16.2 100

R4(2022) 9,698 1,246 2.05 0.40 0.20 0.47 3.12 -0.65 -17.2% 65.7 12.8 6.4 15.1 100

全体 H29(2017) 100,000 9,505 2.16 0.43 0.18 0.43 3.20 － － 67.5 13.4 5.6 13.4 100

H31/R1(2019) 100,000 9,660 1.80 0.40 0.16 0.36 2.72 -0.48 -15.0% 66.2 14.7 5.9 13.2 100

R2(2020) 100,000 10,015 1.88 0.44 0.17 0.39 2.88 -0.32 -10.0% 65.3 15.3 5.9 13.5 100

R3(2021) 100,000 9,804 1.82 0.42 0.16 0.35 2.74 -0.46 -14.4% 66.4 15.3 5.8 12.8 100

R4(2022) 100,000 9,479 1.74 0.38 0.15 0.32 2.59 -0.61 -19.1% 67.2 14.7 5.8 12.4 100
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(2) 世帯当たり年間エネルギー消費量 

令和４年度（2022 年度）の世帯当たり年間エネルギー消費量は 28.9GJ/世帯・年であり、平成

29 年度（2017 年度）比▲13.1%となった。同じ期間に電気は▲8.6%、都市ガスは▲11.1%、LP

ガスは▲13.8%、灯油は▲26.7%となった。また、エネルギー種別消費構成比に大きな変化はみら

れない。 

 

 

図 2.2.3 世帯当たり年間エネルギー種別消費量の推移 

 

 

図 2.2.4 世帯当たり年間エネルギー種別消費構成比の推移 
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参考値として公表している用途別エネルギー消費量の推計値をみると、令和４年度（2022 年度）

は、暖房が平成 29 年度（2017 年度）比▲25%の 6.3GJ/世帯・年となった。暖房の次に減少率が

高い給湯は同じ期間で▲15％の 9.4GJ となった。 

 

 

図 2.2.5 世帯当たり年間用途別エネルギー消費量の推移（参考値） 

 

(3) 世帯当たり年間支払金額 

令和４年度（2022 年度）の世帯当たり年間支払金額は 20.4 万円/世帯・年であり、平成 29 年

度（2017 年度）比＋18.8%となった。なお、平均エネルギー価格（支払金額÷エネルギー消費量）

は 7.05 円/MJ で、平成 29 年度（2017 年度）比＋37%となった。 

 

図 2.2.6 世帯当たり年間エネルギー種別支払金額の推移 
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(4) 年間 CO2 排出量の変化要因の分析 

1） 分析結果 

平成 29 年度（2017 年度）と令和４年度（2022 年度）の年間 CO2 排出量を比較すると、▲0.61 

t-CO2/世帯・年となり、変化の要因として、電気の CO2 排出係数の改善による「CO2 排出原単位

要因」で▲0.23 t-CO2/世帯・年、主に令和４年度（2022 年度）の冬季の気温が高かったことによ

る「気候要因」で▲0.09 t-CO2/世帯・年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う生活の変

化による「特殊要因」で＋0.03 t-CO2/世帯・年、省エネの進展や世帯構成等属性の変化による「ト

レンド要因」で▲0.20 t-CO2/世帯・年と試算された。分析方法等については後述する。 

参考として、トレンド要因に含まれる属性変化のうち、世帯人数の減少の影響が見込まれると

ころ、CO2 排出量に対する世帯人数の弾力性を 0.451とすると、トレンド要因▲0.20 t-CO2/世帯・

年のうち▲0.11 t-CO2/世帯・年が世帯人数の影響と試算された。 

なお、今後の統計データの蓄積等に伴い、分析方法及び結果が改訂される可能性があることに

留意されたい。 

 

 

 

 

 

図 2.2.7 世帯当たり年間 CO2 排出量の変化要因 (1)要因の構造 

 

  

 
1 令和４年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務（令和３年度調査分の集計等）報告書、表 3.4.5～表

3.4.8（p.97～99）内、世帯人数（対数）の偏回帰係数をもとに想定。弾力性はある変数の変化率ともう１つの変
数の変化率の比を指す。 

単位：t-CO2/世帯・年 ・電源構成 

・冬季の気温 

・省エネの進展 

・属性の変化（世帯構成等） 
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図 2.2.8 世帯当たり年間 CO2 排出量の変化要因 (2)各要因の影響量 
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2） CO2 排出原単位要因の分析方法 

電気の CO2 排出係数（基礎排出係数）を表 2.2.3 に示す。令和４年度（2022 年度）は全国平均

で 0.441 kg-CO2/kWh となり、前年度比＋1%、平成 29 年度（2017 年度）比▲12%となった。こ

こで、電気の CO2 排出係数の経年変化が無かった場合の（仮想的な）CO2 排出量と、実際の排出

量との差を「CO2 排出原単位要因」とした。 

電気以外のエネルギー種（都市ガス、LP ガス、灯油）の熱量換算係数及び CO2 排出係数につ

いては、平成 31（令和元）年度以降では、資源エネルギー庁の改訂値を適用した2。これらの変化

は電気の CO2 排出係数の変化に比べて小さいため、要因として計上していない（「その他の要因」

のうち「トレンド要因」に含まれる）。 

 

 

表 2.2.3 電気の CO2 排出係数（主な小売電気事業者、全国平均） 

単位：kg-CO2/kWh 

小売電気 

事業者名 

H29 

(2017) 

H31/R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 

変化率 

(R4/H29) 

変化率 

(R4/R3) 

北海道電力 0.666 0.593 0.565 0.549 0.533 -20% -3% 

東北電力 0.521 0.519 0.476 0.496 0.477 -8% -4% 

東京電力エナジー
パートナー 

0.475 0.457 0.447 0.457 0.457 -4% ±0% 

北陸電力 0.593 0.510 0.469 0.480 0.487 -18% +1% 

中部電力ミライズ 0.476 0.431 0.406 0.449 0.433 -9% -4% 

関西電力 0.435 0.340 0.362 0.299 0.360 -17% +20% 

中国電力 0.669 0.561 0.531 0.534 0.537 -20% +1% 

四国電力 0.514 0.382 0.550 0.485 0.370 -28% -24% 

九州電力 0.438 0.344 0.365 0.299 0.407 -7% +36% 

沖縄電力 0.786 0.810 0.737 0.739 0.710 -10% -4% 

全国平均 0.500 0.445 0.441 0.436 0.441 -12% +1% 

（出典）平成 29 年度：環境省・経済産業省「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－平成 29 年
度実績－」2018 年 12 月 27 日 

平成 31 年・令和元年度：環境省・経済産業省「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－令和
元年度実績－」2021 年 1 月 7 日 

令和２年度：環境省・経済産業省「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－令和２年度実績
－」2022 年 1 月 7 日 

令和３年度：環境省・経済産業省「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－令和３年度実績
－」2023 年 1 月 24 日 

令和４年度：環境省・経済産業省「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－令和４年度実績
－」2023 年 12 月 22 日 

（注 1）全国平均は、家庭 CO2 統計の電気に係る世帯当たり年間 CO2 排出量を、世帯当たり年間電気使用量で除して算出。 

（注 2）すべて基礎排出係数である。 

 

 

 

 

 

 
2 燃料の熱量換算係数と CO2 排出係数は原則として 5 年ごとに改訂されている。 
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3） その他の要因の分析方法 

世帯当たり年間 CO2 排出量の変化の要因のうち、「その他の要因」（電気の CO2 排出原単位要因

以外の要因）について、「気候要因」と新型コロナウイルス感染症の感染拡大による「特殊要因」

を分析するため、(1)式のモデルを作成した。データ期間は本統計調査が開始された平成 29 年度

（2017 年度）以降の 72 か月間（６年間）とした。 

気候要因についてはエネルギー種ごとに異なる説明変数を採用した。電気は暖房度日と冷房度

日、ガスは気温、灯油は暖房度日である。全国平均気温は、都道府県庁所在地の気温を都道府県

別世帯数（住民基本台帳：当該年度の１月１日時点）で加重平均して算出した。暖房度日は日平

均気温が 14℃を下回る場合の 14℃との差の累積値とし、冷房度日は日平均気温が 24℃を上回る

場合の 22℃との差の累積値とした。暖房度日、冷房度日の全国平均値は全国平均気温と同じ方法

で算出した。 

特殊要因については在宅時間の変化を表す指標として、V-RESAS3より、スマートフォンの所在

地データに基づく移動人口（各市区町村における当該市区町村外の居住者の人口）の変化率（2019

年同週比）を引用した。 

各月のエネルギー消費量に対応する期間は、検針や請求などにより暦とのずれがあるため、こ

れらの説明変数についても、エネルギー種ごとに説明力が高くなる期間を設定した（図 2.2.9）。 

その他の説明変数として、エネルギー種ごとの家庭用エネルギー価格（本統計調査の年平均単

価と、家計調査（電気・LP ガス・灯油）及びガス事業生産動態統計（都市ガス）における家庭用

エネルギー価格の季節変動をもとに月別単価を推計）、タイムトレンド（省エネの進展、世帯属性

の変化等を表す）と、月によるその他の違い（日数等）を反映するための月ダミー変数を導入し

た。家庭用エネルギー価格は今回の分析で新たに追加したものである。 

(1)式で、基準年度（平成 29 年度（2017 年度）、前年度）の気候を適用した場合の推定値と当該

年度の気候を適用した場合の推定値の差分を「気候要因」とした。また、移動人口の変化率を全

期間０とした場合の推定値と実績値を適用した場合の推定値の差分を「特殊要因」とした。同様

に、基準年度のエネルギー価格を適用した場合の推定値と実績値を適用した場合の推定値の差分

を「エネルギー価格要因」とした。これらの３要因による影響を除いた変化量を「トレンド要因」

とした。 

なお、分析の結果、灯油のモデルでは移動人口の変化率を採用しなかった。 

 

  

 
3 内閣官房・内閣府 https://v-resas.go.jp/#population（2023 年 12 月 20 日アクセス） 
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図 2.2.9 平均気温と世帯当たり月間エネルギー消費量の関係（2017 年４月～2023 年３月） 
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(5) 省エネ・属性変化 

 トレンド要因のうち、省エネの進展と世帯属性の変化に関連する調査結果を以下に示す。 

 

1） 省エネの進展 

2016 年以降に製造された冷蔵庫（１台目）の割合は、平成 29 年度（2017 年度）から令和４年

度（2022 年度）までの５年間で＋28 ポイントとなった。他方、2005 年以前に製造された冷蔵庫

の割合は同じ期間に▲12 ポイントとなっており、減少ペースは緩やかである。 

 

 

図 2.2.10 冷蔵庫の製造時期（１台目）の推移 

 

 

令和４年度（2022 年度）の居間で LED 照明を使用している割合は 65.1%であり、平成 29 年

度（2017 年度）と比べて＋19.2 ポイントとなった。 

 

 

図 2.2.11 使用している照明の種類（居間）の推移 
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令和４年度（2022 年度）の二重サッシまたは複層ガラスの窓の有無が「ある」（すべての窓あ

るいは一部の窓）世帯の割合は 41%であり、平成 29 年度（2017 年度）と比べて＋３ポイントと

なった。 

 

 

図 2.2.12 建て方別二重サッシまたは複層ガラスの有無の推移 

 

 

令和４年度（2022 年度）の電気ヒートポンプ式給湯器の使用率は 15.3%であり、平成 29 年度

（2017 年度）と比べて＋1.9 ポイントとなった。 

 

 

図 2.2.13 建て方別電気ヒートポンプ式給湯器の使用率の推移 
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2） 主要属性の変化 

平成 29 年度（2017 年度）から令和４年度（2022 年度）の５年間で、平均世帯人数は▲0.20 人

（2.39 人→2.19 人）、平均高齢者数は＋0.12 人（0.57 人→0.69 人）、世帯主が 65 歳以上の割合は

＋８ポイント（33%→41%）、平均延床面積は▲0.7 ㎡（95.3 ㎡→94.6 ㎡）となった。なお、令和

３年度調査から、推計における世帯数分布を令和２年国勢調査に更新している。 

 

表 2.2.5 平均世帯人数・高齢者数の推移 

 

 

 

図 2.2.14 世帯主年齢の推移 
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(6) 自動車 

令和４年度（2022 年度）のガソリン・軽油の合計 CO2 排出量は 1.03 t-CO2/世帯・年であり、

平成 29 年度（2017 年度）と比べて▲0.25 t-CO2/世帯・年（▲20％）となった。 

 

 

図 2.2.15 世帯当たり年間自動車燃料種別 CO2 排出量の推移 

 

 

令和４年度（2022 年度）の自動車の使用台数は平均 1.01 台であり、平成 29 年度（2017 年度）

と比べて▲0.03 台となった。 

 

 

図 2.2.16 自動車の使用台数の推移 
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令和４年度（2022 年度）の年間走行距離（自動車３台目までの合計）が年間 6,000km 未満の

割合は 40%であり、平成 29 年度（2017 年度）と比べて＋６ポイントとなった。なお、平均走行

距離は令和２年度より集計項目に追加されたものである。 

 

図 2.2.17 自動車３台合計の年間走行距離の推移 

 

 

 令和４年度（2022 年度）の自動車の実燃費（1 台目）が１L あたり 16km 以上の割合は 24%で

あり、平成 29 年度（2017 年度）と比べて＋５ポイントとなった。 

 

図 2.2.18 自動車の実際の燃費（１台目）の推移 
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図 2.2.19 家庭 CO2 統計と総合エネルギー統計との比較検討方法 

 

表 2.2.7 は、総合エネルギー統計と家庭 CO2 統計それぞれにおけるエネルギー種別計上方法の

概要である。なお、今回の比較では、世帯数の定義のずれを乖離要因から除くため、双方の世帯

数を 2020 年国勢調査における住宅に住む主世帯数で揃えた上で実施している。 

 

表 2.2.7 総合エネルギー統計及び家庭 CO2 統計のエネルギー種別計上方法の概要 
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電気 ・家計調査年報（総務省）における全国の二人以上世帯当
たりの購入数量（kWh/世帯）に、住民基本台帳（総務省）
の世帯数及び世帯人員補正係数と消費支出補正係数を
乗じて算出する。 

※世帯員数補正では、二人以上世帯と総世帯のデータを用
いて世帯員数と支払金額の関係式を求め、そこに住民基
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ガス 

・家計調査年報（総務省）における全国の二人以上世帯当
たりの購入数量（m3/世帯）に、住民基本台帳（総務省）
の世帯数及び世帯人員補正係数を乗じて算出する。 

・簡易ガスは含まない。 

・家庭 CO2 統計で示す LP ガ
スのエネルギー消費原単位
に、国勢調査の住宅に住む主
世帯数を乗じて算出する。 

灯油 ・家計調査年報（総務省）における全国の二人以上世帯当
たりの購入数量（L/世帯）に、住民基本台帳（総務省）
の世帯数及び世帯人員補正係数を乗じて算出する。 

・家庭 CO2 統計で示す灯油の
エネルギー消費原単位に、国
勢調査の住宅に住む主世帯
数を乗じて算出する。 
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次節にて、総合エネルギー統計の再現手順の詳細を記す。なお、再現手順については「平成 30

年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務（平成 29 年度調査分の集計等）」6において

実施した方法に準拠することとする。 

 

(2) 総合エネルギー統計の推計手順 

以下、総合エネルギー統計の 2022 年度値の再現手順を記す。 

 

電気（事業用電力）の全国値の推計手順 

＜世帯員数補正＞ 

(1) 住民基本台帳の 2023 年１月１日時点の総世帯数と人口を取得する。 

(2) 家計調査における二人以上世帯と総世帯の電気代と世帯数を 2022 暦年値で取得する。 

(3)  (2)を用いて、支出金額と世帯員数の関係式を作成する。（図 2.2.20 参照） 

(4) (1)の人口を世帯数で除すことで住民基本台帳ベースの 2022 年度の世帯員数を求め、そ

れを(3)に代入することで、住民基本台帳の世帯員数に補正した支払金額を求める。 

(5) (4)を家計調査における二人以上世帯の電気代(2)で除すことで、世帯員数補正係数を求め

る。 

(6) 家計調査における二人以上世帯の電気購入数量（kWh）を四半期ごとに取得する。 

(7) (6)に(5)を乗じることで、世帯員数補正後の電気購入数量（kWh）を四半期ごとに求め、

それを合計することで、2022 年度値を求める。 

(8) (7)に(1)の世帯数を乗じることで、2022 年度の日本国内全体に拡大した世帯員数補正後電

力消費量を求める。 

 

＜消費支出補正＞ 

(9) 家計調査における二人以上世帯の消費支出と電気代の年間収入階級別値から消費支出弾

性値を得る。 

(10) (9)に対して国民経済計算の家計最終消費支出と家計調査の平均消費支出を適用して消費

支出補正係数を求める。 

(11) (10)を(8)に乗じることで、世帯員数補正ならびに消費支出補正後の 2022 年度電力消費量

を求める。 

 
6 環境省「平成 30 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務（平成 29 年度調査分の集計等）報告書」

p.14～32（2019 年３月） 
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図 2.2.20 電力消費量推計における世帯員数補正の概念図 

 

 

都市ガスの全国値の推計手順 

(1) 資源エネルギー庁「ガス事業生産動態統計調査」の家庭用販売量（千 MJ）を月別に取得

し、2022 年度分積算することで一般ガス消費量を得る。 

(2) (1)から、総合エネルギー統計で適用している一般ガス発熱量（2021 年度値では 40.05 

MJ/m3）を除して、一般ガス消費量を熱量値から体積値に変換する。 

(3) 同「ガス事業生産動態統計調査」の簡易ガスから、家庭用簡易ガス販売量（m3）を月別

に取得する。 

(4) (2)と(3)を足すことで、都市ガス消費量を求める。 

 

LP ガス・灯油の全国値の推計手順 

※ 電気の世帯員数補正手順に準じる7。 

 

(3) 総合エネルギー統計の再現結果 

表 2.2.8 に、2021 年度の総合エネルギー統計の値の再現を試みたものと、実際の 2021 年度総

合エネルギー統計の値を比較した結果を示す。両者を比較すると、完全一致ではないものの、概

ね良好な精度で再現できていることが確認できたため、ここではこの方法を用いて根拠統計から

2022 年度総合エネルギー統計の値の試算を行い（これ以降「総合エネルギー統計試算値」と言う）、

家庭 CO2 統計との比較検討を行うこととする。 

 

 
7 LP ガスと灯油については、消費支出と支払金額の間に相関が見られないため、消費支出補正は行なわれていな

い。 

yn 
<��	é
/	*	Ì
â	�	J
Z
�	û�B	Þ�C

n 
<��	é
/

0 
œ
z

1 
U
<���B
G
Q	ù
*���¢	«�C

2 
x	¯
0	±
<���B
G
Q	ù
*���¢	«�C

x 
U
<���B
•	Ü
f	®
Ž�é�C

yn = (yn2 - yn1)/(n2 – n1) n + yn0

n1 n2

yn2

yn1

yn0

nx

ynx

※
<��	é
/��
+
¬
/ = ynx / yn2



 43 

表 2.2.8 総合エネルギー統計と各種根拠統計からの再現試行値との比較 

 

 

(4) 総合エネルギー統計と家庭 CO2 統計の比較結果 

1） 電気 

表 2.2.9 及び図 2.2.21 に、総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の全国の電気消費量推

計値の比較及び要因分解の結果を示す。両者を比較すると、年間合計値で－150 百万 GJ の差（－

16.2%の乖離）が見られる。差及び乖離の推移は表 2.2.10 のとおりである。 

両者の乖離要因としては、下記のものが挙げられる。 

 

1-A) 消費支出補正要因 

消費支出補正は総合エネルギー統計（都道府県別エネルギー消費統計）で検討された補正手法

である。都道府県別エネルギー消費統計の解説によると「家計調査報告の調査対象は勤労者世帯

であり、無職（不労所得）世帯、自営業世帯が含まれないため、通常は真の平均所得より所得が

低い方に乖離して」いるとのことである8。そこで都道府県別エネルギー消費統計では所得補正を

実施している。2017 年度改訂版総合エネルギー統計でもその基本的な考えは踏襲され、家計調査

の年間収入階級別消費支出と電気代及び国民経済計算の家計最終消費支出を用いて、家計調査の

電気代を補正する係数を得ている。家庭 CO2 統計でも類似の補正を行うことが望ましいかどうか

は現状では判断できないが9、消費支出補正を行うためには所得に関する情報を取得する必要があ

るため容易ではない。 

 

1-B) 単身世帯エネルギー原単位要因 

総合エネルギー統計では、家計調査の二人以上世帯の結果に、前述の世帯員数補正（前掲図 

2.2.20 参照）を行うことにより単身世帯も含めた全世帯分を推計している。一方、家庭 CO2 統計

では単身世帯も二人以上世帯と同様に調査対象としているため、単身世帯が調査結果として捕捉

されている。なお、ここでいう総合エネルギー統計試算値の単身世帯エネルギー原単位の定義は、

家計調査から得られる二人以上世帯原単位を用いて、図 2.2.22 に示す方法で逆算したものであ

る。この方法は、後述する LP ガス及び灯油の検討においても同様に適用している。 

 

 
8 戒能一成「都道府県別エネルギー消費統計の解説 2010 年度版―総合エネルギー統計を基礎とした都道府県別エ

ネルギー・炭素排出量推計について―」（2012 年 6 月） 
9  家計調査では消費支出が把握できるため、消費支出に占める電気代の割合を得て消費支出弾性値を求めること

ができるが、家庭 CO2 統計では消費支出を調査していないため、総合エネルギー統計における消費支出補正と
同様の補正は実施できない。 
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1-C) 二人以上世帯エネルギー原単位要因 

二人以上世帯エネルギー原単位については、家計調査、家庭 CO2 統計ともに標本調査結果とし

て得られた値であり、どちらの信頼度が高いかは判断できない。 

 

参考として、図 2.2.23～図 2.2.26 に総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計における全国

の電気消費量推計値を四半期別値で比較した結果を示す。 

 

表 2.2.9 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因別比較（電気） 

 

 

図 2.2.21 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因分解（電気） 
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図 2.2.25 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の四半期別乖離（電気） 

（単身世帯エネルギー原単位要因の影響） 

 

 

図 2.2.26 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の四半期別乖離（電気） 

（二人以上世帯原単位要因の影響） 

 

2） 都市ガス 

表 2.2.11 及び図 2.2.27 に、総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の全国の都市ガス消費

量推計値の比較及び要因分解の結果を示す。両者を比較すると、2.6 百万 GJ の差（0.6%の乖離）

が見られる。差及び乖離の推移は表 2.2.12 のとおりである。 

両者の乖離要因としては、下記のものが挙げられる。 

 

2-A) 簡易ガス要因 

都市ガスの総合エネルギー統計試算値のうちの一部は簡易ガス分が占めているが、家庭 CO2 統

計では簡易ガスを LP ガスとして計上している。その扱いを整合させると、両者の乖離は若干拡

大することになる。 

 

2-B) 使用世帯当たりエネルギー消費原単位要因 

都市ガスのエネルギー消費量については、総合エネルギー統計は供給側データであるガス事業

生産動態統計調査を用いているため、概ね実態値と考えられる。 

 

2-C) 都市ガス普及率要因 

都市ガスの調定メーター数は、検針票が発行されているメーター数であり、概ね実際の使用世
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帯数と考えられる。 

 

参考として図 2.2.28～図 2.2.31 に、総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計における全国

の都市ガス消費量推計値を月別値で比較した結果を示す。 

 

表 2.2.11 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因別比較（都市ガス） 

 

 

 

図 2.2.27 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因分解（都市ガス） 
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図 2.2.30 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の月別乖離（都市ガス） 

（使用世帯当たり原単位要因の影響） 

 

 

図 2.2.31 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の月別乖離（都市ガス） 

（都市ガス普及率要因の影響） 

 

3） LP ガス 

表 2.2.13 及び図 2.2.32 に、総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の全国の LP ガス消費

量推計値の比較及び要因分解の結果を示す。両者を比較すると、－26 百万 GJ の差（－21.6%の

乖離）が見られる。差及び乖離の推移は表 2.2.14 のとおりである。 

両者の乖離要因としては、下記のものが挙げられる。 

 

3-A) 簡易ガス要因 

総合エネルギー統計の LP ガスは簡易ガスを含んでいない。家庭 CO2 統計では簡易ガスを LP

ガスとして計上しているが、その扱いを整合させると、両者の乖離は拡大することになる。 

 

3-B) 単身世帯エネルギー原単位要因 

総合エネルギー統計では、家計調査の二人以上世帯の結果に対して世帯員数補正係数を乗じる

ことで単身世帯も含めた全世帯分を推計している。一方、家庭 CO2 統計では単身世帯も二人以上

世帯と同様に調査対象としているため、家庭 CO2 統計の結果には単身世帯は包含されている。 

この乖離の主要因として、LP ガスの単価の影響が考えられる。家庭 CO2 統計の結果では、単
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身世帯における LP ガスの平均単価は二人以上世帯の平均単価に比べて 1.4～1.5 倍程度高い。LP

ガスの固有単位は一般的に m3 であり、月別購入量の数値は一桁であることも非常に多く、消費量

の少ない世帯では１m3 未満であることも珍しくない。そのため、使用量を金額で除しただけの基

本料金を考慮しない単価においては、消費量の少ない単身世帯は二人以上世帯に比べて単価水準

が高くなる。一方、総合エネルギー統計の世帯員数補正では、結果的に単身世帯にも二人以上世

帯の単価が適用されているため、単身世帯に安い単価が適用され、LP ガス代から消費量への変換

において影響を与えていると思われる。 

 

3-C) 二人以上世帯エネルギー原単位要因 

二人以上世帯エネルギー原単位については、家計調査、家庭 CO2 統計ともに標本調査結果とし

て得られた値であり、現状ではどちらの信頼度が高いかは判断できない。 

 

参考として図 2.2.33～図 2.2.36 に、総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計における全国

の LP ガス消費量推計値を四半期別値で比較した結果を示す。 

 

表 2.2.13 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因別比較（LP ガス） 

 

 

図 2.2.32 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因分解（LP ガス） 
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図 2.2.36 総合エネルギー統計（根拠統計）と家庭 CO2 統計の月別乖離（LP ガス） 

（二人以上世帯エネルギー原単位要因の影響） 

 

4） 灯油 

表 2.2.15 及び図 2.2.37 に、総合エネルギー統計と家庭 CO2 統計の全国の灯油消費量推計値の

比較及び要因分解の結果を示す。両者を比較すると、年間合計値で 4.9 百万 GJ の差（2.0%の乖

離）が見られる。差及び乖離の推移は表 2.2.16 のとおりである。両者の乖離要因としては、下記

のものが挙げられる。 

 

4-A) 単身世帯エネルギー原単位要因 

総合エネルギー統計では、世帯員数補正係数を乗じることで単身世帯も含めた全世帯分を推計

している。一方、家庭 CO2 統計では単身世帯も二人以上世帯と同様に調査対象としているため、

家庭 CO2 統計の結果には単身世帯は包含されている。 

 

4-B) 二人以上世帯エネルギー原単位要因 

二人以上世帯原単位については、家計調査、家庭 CO2 統計ともに標本調査結果として得られた

値であり、現状ではどちらの信頼度が高いかは判断できない。 

 

参考として図 2.2.38～図 2.2.40 に、総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計における全国

の灯油消費量推計値を月別値で比較した結果を示す。 

 

表 2.2.15 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因別比較（灯油） 
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図 2.2.39 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の四半期別乖離（灯油） 

（単身世帯エネルギー原単位要因の影響） 

 

 

図 2.2.40 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の四半期別乖離（灯油） 

（二人以上世帯エネルギー原単位要因の影響） 

 

5） 電気・ガス・灯油合計 

図 2.2.41 及び図 2.2.42 に、総合エネルギー統計と家庭 CO2 統計の全国の電気・ガス・灯油合

計のエネルギー消費量推計値の比較及びその乖離要因分解の結果を示す。なお、図 2.2.42 の縦軸

は各要因による影響を明示するため、縦軸最小値を 1,400×106 GJ としている。 

両者を比較すると、年間合計値で－169 百万 GJ の差（－9.7%の乖離）が見られ、電気の差が

全体に占める割合が大きい。乖離要因に注目すると、電気の消費支出補正の影響（－123 百万 GJ）

が非常に大きいことが窺える。 

エネルギー消費原単位要因については二人以上世帯原単位と単身世帯原単位の二つの要因があ

るが、そのうち二人以上世帯原単位については、家計調査、家庭 CO2 統計ともに標本調査結果と

して得られた値であり、現状ではどちらの信頼度が高いかは判断できない。一方単身世帯原単位

については、家庭 CO2 統計は推計ではなくサンプル調査の結果であるため、世帯員数補正の必要

が無い点は利点として挙げられる。 

その他の要因としては、前述の電気の消費支出補正の影響が非常に大きい。これは総合エネル

ギー統計（都道府県別エネルギー消費統計）で検討された補正手法である。これが家庭 CO2 統計

でも実施することが望ましいかどうかは現状では判断できない。都市ガス普及率については、総

合エネルギー統計は供給側データを用いており概ね実態値と考えられる。 
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図 2.2.41 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の比較（電気・ガス・灯油合計） 

 

 

図 2.2.42 総合エネルギー統計試算値と家庭 CO2 統計の乖離要因分解（電気・ガス・灯油合計） 
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2.2.3 調査員調査と IM 調査の調査結果の比較・分析 

家庭 CO2 統計では、調査員調査とインターネット・モニター調査（IM 調査）を実施し、両調

査の結果を統合して集計している。 

平成 29 年度業務（平成 29 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度

調査分の準備等））において、有識者の指導と協力により実施された統合集計方法に関する国内外

の先行事例の文献調査と全国試験調査の調査票情報を用いた統合集計方法の検討の結果、全国試

験調査で採用した統合集計方法が妥当であることが確認された。また、令和２年度業務（令和２

年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務（令和３年度調査分の準備等））において、有

識者の協力を得て、平成 29 年度、30 年度、31（令和元）年度（速報値）の公表値と、代替手法

による統合結果を比較した結果、現時点で統合集計方法を早急に変更する必要は認められない一

方で、今後も調査モード間の差を注視していく必要があるとされている。 

 このような背景を踏まえ、本項では令和４年度調査の調査員調査と IM 調査の調査結果の比較

を行う。 

 

(1) 全国平均の比較 

 令和４年度調査の調査員調査、IM 調査及び統合集計の世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排

出量を図 2.2.43 に、エネルギー種別消費量を図 2.2.44 に示す。IM 調査結果の調査員調査結果に

対する乖離率は CO2 排出量で－16％、エネルギー消費量で－17％となっている。エネルギー種別

にみると電気の乖離率が比較的小さく、LP ガスと灯油の乖離率が大きい。全国試験調査及び平成

29 年度、30 年度、31（令和元）、令和２年度、令和３年度調査における乖離率は CO2 排出量で－

10％、－11%、－13％、－13％、－15％、－15％、エネルギー消費量で－14％、－14%、－15％、

－14％、－16％、－16％であり、令和４年度の乖離率は前年度よりそれぞれ 1 ポイント拡大して

いる。 

 

 

図 2.2.43 調査方式別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量（R４調査） 
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図 2.2.44 調査方式別世帯当たり年間エネルギー種別消費量（R４調査） 

 

 

 IM 調査は調査員調査に比べ、世帯人数が少ない、高齢者が少ない（ただし、国勢調査よりは多

い）、電気ヒートポンプ式給湯器、電気コンロ、太陽光発電システムの使用率が高い、二重窓また

は複層ガラスの窓が有る割合が高い（表 2.2.17～表 2.2.19）という傾向がある。これらの傾向は

IM 調査の方が CO2排出量やエネルギー消費量が少なく、電気の割合が高いことと整合している。

太陽光発電システムの使用率の差（IM－調査員）は直近３年度が 2.8％、2.4％、1.8％であったと

ころ、2.8％となった。電気ヒートポンプ式給湯器の使用率の差は直近３年度が 0.8％、2.4％、2.5％

であったところ 2.1％であった。 

 

 

表 2.2.17 調査方式別世帯・住宅属性（R４調査） 
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世帯人数
（人）

世帯主が65
歳以上の割

合（％）

65歳以上の
世帯人数

（人）

延べ床面積
（㎡） 居室数（室）

調査員調査 2.28 44.4 0.72 95.6 4.43

IM調査 2.10 38.0 0.67 93.6 4.33

差（IM－調査員） -0.19 -6.4 -0.05 -2.0 -0.10

統合集計 2.19 41.1 0.69 94.6 4.38

既往統計 2.21 36.4 0.59 92.1 4.40

R2国勢調査 H30住宅・土地統計調査
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表 2.2.18 調査方式別機器使用率（R４調査） 

 

注）単位は％ 

 

表 2.2.19 調査方式別二重サッシまたは複層ガラスの有無（R４調査） 

 
注）単位は％。住宅・土地統計調査は店舗等併用住宅を含む集計結果。 

 

 

(2) 建て方別・世帯人数別の比較 

建て方別と世帯人数別の世帯当たり年間 CO2 排出量・エネルギー消費量の比較結果をそれぞれ

表 2.2.20、表 2.2.21 に示す。建て方別には乖離率の差はほとんどない。世帯人数別では、２人世

帯、３人世帯の乖離率が小さく、単身（１人）世帯、６人以上の世帯の乖離率が高い。 

図 2.2.45 のとおり、世帯主が 65 歳以上の世帯の割合は単身（１人）世帯で調査員調査と IM

調査の乖離が大きく、年齢差による生活状況の様々な違いが CO2 排出量・エネルギー消費量の乖

離に影響していると考えられる。 

 

  

電気ヒート
ポンプ式給

湯器
電気温水器 電気コンロ 太陽光発電

システム

家庭用燃料
電池（エネ
ファーム）

調査員調査 14.3 6.4 22.3 5.2 0.7

IM調査 16.4 7.2 28.1 8.0 0.9

差（IM－調査員） 2.1 0.8 5.8 2.8 0.2

統合集計 15.3 6.8 25.2 6.6 0.8

すべての窓
にある

一部の窓に
ある ない 不明

調査員調査 22.5 14.5 56.7 6.3

IM調査 29.0 15.1 53.2 2.7

差（IM－調査員） 6.5 0.6 -3.5 -3.6

統合集計 25.7 14.8 54.9 4.5

既往統計（H30住宅・土地統計調査） 14.7 14.2 67.8 3.3
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表 2.2.20 調査方式別建て方別世帯当たり年間 CO2 排出量・エネルギー消費量（R４調査） 

  

 

 

表 2.2.21 調査方式別世帯人数別世帯当たり年間 CO2 排出量・エネルギー消費量（R４調査） 

  

 

 

 

 

調査員調査 IM調査 乖離率
(IM/調査員-1) 統合集計

CO2排出量 戸建 3.53 2.98 -16% 3.25

[t-CO2/世帯・年] 集合 1.97 1.67 -15% 1.82

全体 2.81 2.37 -16% 2.59

エネルギー消費量 戸建 38.77 32.31 -17% 35.54

[GJ/世帯・年] 集合 23.01 19.11 -17% 21.06

全体 31.49 26.22 -17% 28.86

調査員調査 IM調査 乖離率
(IM/調査員-1) 統合集計

CO2排出量 1人 1.65 1.37 -17% 1.51

[t-CO2/世帯・年] 2人 2.91 2.57 -12% 2.72

3人 3.55 3.31 -7% 3.44

4人 3.92 3.42 -13% 3.70

5人 4.47 3.88 -13% 4.26

6人以上 5.81 4.54 -22% 5.42

全体 2.81 2.37 -16% 2.59

エネルギー消費量 1人 18.43 14.74 -20% 16.58

[GJ/世帯・年] 2人 32.83 28.93 -12% 30.64

3人 40.50 36.37 -10% 38.54

4人 43.51 37.69 -13% 40.91

5人 48.89 43.91 -10% 47.11

6人以上 62.31 48.45 -22% 58.03

全体 31.49 26.22 -17% 28.86
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図 2.2.45 調査方式別世帯人数別世帯主が 65 歳以上の世帯の割合（R４調査） 
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2.2.4 属性項目の重要性評価 

家庭部門の CO2 排出構造及びその経年変化を適切に把握するためには、調査項目を一定期間固

定し、継続的に調査を行う必要がある一方で、実態の変化に応じた調査項目の見直しも必要であ

る。新しい設備や機器の普及などにより、新しい調査項目が必要となった場合、調査項目を追加

することとなるが、同時に、調査世帯の負担抑制の観点から、相対的に重要度が低い既存の調査

項目を中止することも必要となる。そのため、エネルギー消費量に対する影響度の観点から、調

査世帯の属性に関する調査項目（以下「属性項目」という）を評価する必要がある。 

本節では、令和４年度調査データを用いて属性項目の重要性を評価する。評価に当たっては、

前年度までの分析と同様に、エネルギー消費量を目的変数とした重回帰分析を行う。 

 

(1) 項目評価に用いる世帯数の選定 

エネルギー消費合計及び自動車用燃料については有効世帯の全データを用いる。用途別エネル

ギー消費量については、用途の組み合わせによって用途推計の方法と精度が異なるため、推計精

度が比較的高いと考えられる世帯のデータを用いる。評価に用いる世帯の条件は下記のとおりと

し、世帯数を表 2.2.22 に示す。 

 

【暖房】 電気、ガス、灯油のいずれか若しくは全てを使用し、暖房使用エネルギー種で給湯、台

所用コンロを使用していない世帯 

【冷房】電気で給湯、台所用コンロを使用していない世帯 

【給湯】ガス、灯油のいずれかを使用し、給湯使用エネルギー種で暖房を使用していない世帯 

【台所用コンロ】ガスを使用している世帯で台所用コンロのみに使用している世帯 

【照明家電製品・他】電気で給湯、台所用コンロを使用していない世帯 

 

表 2.2.22 評価に用いる世帯数 

 
合計／

電気 
暖房 冷房 給湯 

台所用 

コンロ 

照明・ 

家電製品等 

自動車 

用燃料 

世帯数 9,479 3,932 5,497 4,277 1,378 5,497 9,080 

注）合計は、エネルギー消費合計（電気・ガス・灯油）をいう。ただし、太陽光発電の自家消費量を含まない。 

 

 

(2) 評価方法 

評価方法は目的変数に各用途のエネルギー消費量、説明変数に基本となる項目と評価項目を用

いた重回帰分析により行う。 

評価モデルの構築に当たっては、評価項目間の比較ができるよう、同じ目的変数、サンプルサ

イズのモデルを用い、評価項目のみを変化させ、標準偏回帰係数で評価を行う。 

表 2.2.23 に評価モデルのパターンを示す。目的変数に対して説明力の強い基本項目を説明変数

とし、さらに評価対象となる属性項目一つを説明変数に追加して重回帰分析を行う。これを評価

対象となる属性項目について繰り返し行う。分析結果については、以下の条件により、評価モデ
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(3) 評価結果 

説明変数ごとの分析結果（表 2.2.25、表 2.2.26）をもとに、設問単位での分析結果を表 2.2.24

にまとめて示す。表 2.2.25、表 2.2.26 の数値は、各説明変数の標準偏回帰変数の絶対値であり、

同一評価モデル内での目的変数（エネルギー消費量）に対する相対的な重要度を表している。表 

2.2.24 では、同一設問内で複数の説明変数を評価している場合に、標準偏回帰変数の最大値を採

用する形で、設問単位に集約している。 

すべての評価モデルにおいて、エネルギー消費量に対して統計的に有意な影響が認められなか

った設問・変数は、以下のとおりである。 

 

･ 夏季_Q2_製造時期： テレビ（１台目）の製造時期 

･ 夏季_Q8_製造時期： エアコン（１台目）の製造時期 

･ 4 月_Q20_5： 明確な理由はないが、省エネを心がけている方の有無 

 

過年度分を含め、評価結果を今後の調査項目の見直しの参考とする。 
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表 2.2.24 評価モデルの分析結果（設問別） 

 
注）表内数値は標準偏回帰係数の絶対値であり、設問ごとに評価モデルの中で最も高い標準偏回帰係数を示す形で纏めてい

る。有効な評価モデルのみ背景色を白としている。  

モデルNo 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

設問別纏め_標準偏回帰係数

設問

電気・ガ
ス・灯油
計年間
GJ

暖房GJ 冷房GJ 給湯GJ 台所用コ
ンロGJ

照明・家
電製品等
GJ

自動車
GJ

暖房GJ 暖房GJ
照明・家
電製品等
GJ

電気・ガ
ス・灯油
計年間
GJ

冷房GJ 電気年間
GJ

電気年間
GJ

都市階級 0.022 0.068 0.057 0.043 0.063 - 0.137 0.072 0.123 0.057 0.020 0.052 0.051 0.057
4月_Q2_年齢 0.126 0.104 0.047 - - 0.095 0.136 0.132 0.167 0.080 0.059 0.032 0.034 0.032
4月_Q2_就業状態 0.035 - 0.087 0.116 - 0.095 0.234 - - 0.092 0.149 0.081 0.036 0.038
4月_Q3 - - 0.036 - - 0.075 - - - 0.063 0.020 0.035 - -
4月_Q4 0.052 0.046 - - - 0.051 - 0.066 - - - - - -
冬季_Q14 0.025 - 0.073 0.093 0.055 0.098 0.078 - - - 0.083 0.071 0.056 0.057
4月_Q6 0.024 0.040 0.056 - - 0.081 - - 0.097 0.056 - - - -
4月_Q7 0.132 0.098 - - - - - 0.177 0.132 0.091 0.109 - 0.028 0.024
4月_Q8 0.027 0.037 - - - 0.120 - - - - - - 0.029 0.031
4月_Q9 0.135 0.069 - - - 0.246 - - 0.125 0.141 0.159 0.043 0.153 0.159
4月_Q10 0.163 0.139 - - - 0.219 - 0.104 0.170 0.128 0.183 - 0.089 0.097
4月_Q11 0.076 - - - - - - 0.067 - - 0.089 - - -
夏季_Q1 0.076 - - - - 0.222 - - - 0.058 0.084 - 0.055 0.056
夏季_Q2_種類 - - - - - 0.051 - - - 0.034 - - 0.052 0.055
夏季_Q2_サイズ 0.069 - - - - 0.239 - - - 0.072 0.056 - 0.088 0.081
夏季_Q2_製造時期 - - - - - - - - - - - - - -
夏季_Q2-2 0.094 - - - - 0.106 - - - 0.086 0.083 - 0.055 0.053
夏季_Q4 0.112 - - - - 0.262 - - - 0.216 0.130 - 0.087 0.089
夏季_Q5_種類 0.016 - - - - 0.035 - - - 0.053 - - - -
夏季_Q5_内容積 0.103 - - - - 0.224 - - - 0.151 0.114 - 0.083 0.077
夏季_Q5_製造時期 0.026 - - - - 0.057 - - - 0.079 0.024 - 0.039 0.046
夏季_Q7 0.039 - 0.198 - - - - - - - 0.071 0.189 0.152 0.148
夏季_Q8_種類 0.049 - 0.061 - - - - - - - 0.058 0.165 0.141 0.136
夏季_Q8_製造時期 - - - - - - - - - - - - - -
夏季_Q8-2 0.066 - 0.266 - - - - - - - 0.089 0.256 0.107 0.110
夏季_Q8-3 0.094 - 0.162 - - - - - - - 0.143 0.160 0.075 0.080
夏季_Q9 0.037 - 0.109 - - - - - - - 0.030 0.112 0.058 0.054
夏季_Q10 0.034 - - - - 0.145 - - - 0.069 0.064 - 0.093 0.101
夏季_Q10-2 0.037 - - - - 0.131 - - - 0.078 0.053 - 0.072 0.073
夏季_Q11_1 0.017 - - - - 0.047 - - - 0.032 - - - -
夏季_Q11_2 - - - - - 0.054 - - - 0.034 - - - -
夏季_Q11_3 - - - - - 0.062 - - - 0.054 0.027 - 0.032 0.035
夏季_Q11_4 - - - - - 0.060 - - - 0.040 0.027 - 0.027 0.025
4月_Q12 0.058 - - - - - - - - - 0.052 - 0.030 0.038
4月_Q13 0.047 - - - - 0.022 - - - 0.043 0.044 - - -
夏季_Q14 0.053 - - - - - - - - 0.035 0.059 - 0.044 0.049
夏季_Q14-2 0.030 - - - - - - - - - 0.037 - 0.027 0.031
夏季_Q15 0.073 - - - - 0.124 - - - 0.090 0.076 - 0.067 0.064
夏季_Q17 0.235 - - 0.075 - - - - - - 0.250 - 0.242 0.258
夏季_Q18 0.081 - - 0.114 - - - - - - 0.082 - 0.062 0.061
冬季_Q9 0.084 - - 0.149 - - - - - - 0.114 - 0.060 0.055
冬季_Q11 0.115 - - 0.188 - - - - - - 0.118 - 0.111 0.113
冬季_Q12 0.114 - - 0.202 - - - - - - 0.105 - 0.088 0.079
夏季_Q19 0.174 - - - - - - - - - 0.190 - 0.311 0.347
夏季_Q20 0.036 - - - 0.252 - - - - - 0.185 - 0.030 -
冬季_Q1 0.101 0.058 - - - - - - - - 0.101 - 0.122 0.125
冬季_Q2 0.127 0.059 - - - - - - - - 0.127 - - -
冬季_Q3 0.103 0.084 - - - - - 0.070 0.093 - 0.101 - 0.043 0.051
冬季_Q4 0.080 0.097 - - - - - 0.113 - - 0.079 - 0.142 0.148
冬季_Q5 0.049 0.029 - - - - - - - - 0.050 - - -
冬季_Q6 0.121 0.310 - - - - - 0.286 0.266 - 0.119 - 0.267 0.282
冬季_Q6-2 0.096 0.034 - - - - - - 0.086 - 0.115 - 0.169 0.171
冬季_Q6-3 0.172 0.143 - - - - - 0.119 0.114 - 0.165 - 0.135 0.135
冬季_Q7 0.165 0.097 - - - - - 0.102 - - 0.195 - 0.097 0.100
冬季_Q8 0.046 0.056 - - - - - - - - 0.043 - 0.057 0.058
冬季_Q10_1 0.039 - - 0.075 - - - - - - 0.060 - 0.028 0.027
冬季_Q10_2 0.112 - - 0.115 - - - - - - 0.112 - 0.058 0.058
冬季_Q10_3 0.062 - - 0.072 - - - - - - 0.063 - 0.032 0.030
冬季_Q10_4 0.071 - - 0.137 - - - - - - 0.083 - 0.177 0.181
夏季_Q10_1 0.026 - - - - - - - - - 0.044 - 0.025 0.026
夏季_Q10_2 - - - - - - - - - - - - 0.024 0.032
夏季_Q3_1 0.074 - - - - 0.055 - - - 0.074 0.087 - 0.070 0.074
夏季_Q3_2 0.045 - - - - 0.079 - - - 0.054 0.039 - 0.047 0.049
夏季_Q6_1 0.062 - - - - 0.073 - - - 0.079 0.082 - 0.063 0.065
夏季_Q6_2 0.018 - - - - 0.029 - - - - 0.035 - 0.018 -
夏季_Q6_3 0.028 - - - - 0.028 - - - 0.038 0.042 - - -
夏季_Q13_1 - - - - - - - - - - 0.027 - 0.026 0.029
夏季_Q13_2 0.074 - - - - 0.054 - - - 0.050 0.075 - 0.062 0.068
夏季_Q13_3 0.044 - - - - 0.070 - - - 0.088 0.046 - 0.046 0.047
夏季_Q13_4 0.091 - - - - 0.127 - - - 0.157 0.120 - 0.090 0.093
夏季_Q16_1 0.030 - - - - 0.047 - - - 0.062 0.029 - 0.048 0.044
夏季_Q16_2 0.050 - - - - 0.045 - - - 0.051 0.049 - 0.036 0.030
夏季_Q21_1 0.054 - - - - - - - - - 0.065 - 0.023 0.022
夏季_Q21_2 0.025 - - - 0.081 - - - - - 0.027 - 0.037 0.036
省エネ行動総合 0.123 0.055 0.046 0.110 - 0.123 - 0.050 - 0.145 0.149 0.045 0.121 0.128
4月_Q20_1 0.045 0.030 0.048 0.042 - 0.062 0.030 - - 0.055 0.049 0.046 0.049 0.048
4月_Q20_2 0.021 - - 0.041 - 0.033 0.029 - - 0.036 0.035 - 0.033 0.033
4月_Q20_3 - - - 0.030 - - - - - - - - - -
4月_Q20_4 - - - 0.032 - - - - - - - - - -
4月_Q20_5 - - - - - - - - - - - - - -
省エネ意識総合 0.041 - 0.037 0.043 - 0.059 0.031 - - 0.072 0.049 0.035 0.055 0.057
4月_Q16 0.162 - - - - - - - - - 0.156 - - -
夏季_Q22 - - - - - - 0.433 - - - - - - -
夏季_Q23_種類 - - - - - 0.028 - - - - - - 0.025 0.024
夏季_Q23_排気量 - - - - - - 0.407 - - - - - - -
夏季_Q23_実燃費 - - - - - - 0.065 - - - - - - -
夏季_Q23_使用頻度 - - - - - - 0.529 - - - - - - -
夏季_Q23_走行距離 - - - - - - 0.506 - - - - - - -
夏季_Q24 - - - - - - 0.062 - - - - - - -
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表 2.2.25 評価モデルの分析結果（評価項目別）＜その１＞ 

 

 

注 1）表内数値は標準偏回帰係数の絶対値であり、各セルが各評価モデルである。有効な評価モデルのみ背景色を白としてい
る。 

注 2）タイプ：c は階級値、d はダミー変数（該当=1, 非該当=0）、空欄は調査票のまま（カテゴリー値または実数値） 

注 3）本表では”999.000”は統計的有意性が確認されなかったことを、”-“は評価対象外であることを表す。 

 

  

モデルNo 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

標準偏回帰係数のまとめ表

分析
No.

設問 変数
タ
イ
プ

電気・ガ
ス・灯油
計年間GJ

暖房GJ 冷房GJ 給湯GJ 台所用コ
ンロGJ

照明・家
電製品等
GJ

自動車
GJ

暖房GJ 暖房GJ
照明・家
電製品等
GJ

電気・ガ
ス・灯油
計年間
GJ

冷房GJ 電気年間
GJ

電気年間
GJ

※「999」は評価不可（有意差がなかった）の
項目、「-」は評価対象外

1 都市階級 都市階級 999.000 0.068 0.057 0.043 0.063 999.000 0.137 0.064 0.110 0.057 999.000 0.052 0.037 0.042

2 都市階級 都市階級3 d 0.022 0.066 0.035 0.028 999.000 999.000 0.110 0.072 0.123 0.048 0.020 0.031 0.051 0.057

3 4月_Q2_年齢 世帯主年齢 c 0.126 0.104 0.044 999.000 999.000 0.084 0.129 0.132 0.150 0.078 0.025 0.027 0.034 0.032

4 4月_Q2_年齢 高齢者数 0.112 0.093 0.047 999.000 999.000 0.095 0.136 0.098 0.167 0.080 0.059 0.032 0.030 0.024

5 4月_Q2_就業状態 就業者数 0.029 999.000 0.087 0.116 999.000 0.082 0.234 999.000 999.000 0.092 0.149 0.081 0.036 0.038

6 4月_Q2_就業状態 在宅勤務人数 0.035 999.000 0.042 - 999.000 0.095 - 999.000 999.000 0.078 0.071 0.041 0.024 0.027

7 4月_Q3 世帯主週当たり在宅勤務時間 c 999.000 999.000 0.036 - 999.000 0.075 - 999.000 999.000 0.063 0.020 0.035 999.000 999.000

8 4月_Q4 平日在宅 c 0.052 0.046 999.000 - 999.000 0.051 - 0.066 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000

9 冬季_Q14 世帯年収 c 0.025 999.000 0.073 0.093 0.055 0.098 0.078 999.000 999.000 999.000 0.083 0.071 0.056 0.057

10 4月_Q6 構造 0.024 0.040 0.056 999.000 - 0.081 - 999.000 0.097 0.056 999.000 999.000 999.000 999.000

11 4月_Q7 建築時期 0.132 0.098 999.000 999.000 - 999.000 - 0.177 0.132 0.091 0.109 999.000 0.028 0.024

12 4月_Q8 持ち家 d 0.027 0.037 999.000 - - 0.120 - 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000 0.029 0.031

13 4月_Q9 延床面積 0.135 0.069 999.000 - - 0.246 - 999.000 0.125 0.141 0.159 0.043 0.153 0.159

14 4月_Q10 居室数 0.163 0.139 999.000 - - 0.219 - 0.104 0.170 0.128 0.183 999.000 0.089 0.097

15 4月_Q11 二重サッシまたは複層ガラスの窓 0.076 999.000 999.000 - - - - 0.067 999.000 - 0.089 999.000 999.000 999.000

16 夏季_Q1 TV台数 0.076 - - - - 0.222 - - - 0.058 0.084 - 0.055 0.056

17 夏季_Q2_種類 TV種類(1台目)_液晶 d 999.000 - - - - 0.048 - - - 999.000 999.000 - 0.052 0.055

18 夏季_Q2_種類 TV種類(1台目)_プラズマ d 999.000 - - - - 0.051 - - - 0.034 999.000 - 0.049 0.049

19 夏季_Q2_サイズ TV画面サイズ(1台目) 0.029 - - - - 0.122 - - - 0.039 999.000 - 0.062 0.058

20 夏季_Q2_サイズ TV画面サイズ合計(3台目まで) 0.069 - - - - 0.239 - - - 0.072 0.056 - 0.088 0.081

21 夏季_Q2_製造時期 TV製造時期(1台目) 999.000 - - - - 999.000 - - - 999.000 999.000 - 999.000 999.000

22 夏季_Q2-2 TV使用時間 c 0.094 - - - - 0.106 - - - 0.086 0.083 - 0.055 0.053

23 夏季_Q4 冷蔵庫台数 0.112 - - - - 0.262 - - - 0.216 0.130 - 0.087 0.089

24 夏季_Q5_種類 冷蔵庫種類(1台目)_冷凍庫 d 0.016 - - - - 0.035 - - - 0.053 999.000 - 999.000 999.000

25 夏季_Q5_内容積 冷蔵庫内容積(1台目) 0.043 - - - - 0.101 - - - 999.000 0.036 - 0.039 0.033

26 夏季_Q5_内容積 冷蔵庫内容積合計(2台目まで) 0.103 - - - - 0.224 - - - 0.151 0.114 - 0.083 0.077

27 夏季_Q5_製造時期 冷蔵庫製造時期(1台目) 0.026 - - - - 0.057 - - - 0.079 0.024 - 0.039 0.046

28 夏季_Q7 エアコン台数 0.039 999.000 0.198 - - - - 999.000 999.000 - 0.071 0.189 0.152 0.148

29 夏季_Q8_種類 エアコン台数_冷暖房 999.000 999.000 999.000 - - - - 999.000 999.000 - 0.027 0.165 0.141 0.136

30 夏季_Q8_種類 エアコン台数_冷房専用 0.049 - 0.061 - - - - - - - 0.058 0.064 999.000 999.000

31 夏季_Q8_製造時期 エアコン製造時期(1台目) 999.000 - 999.000 - - - - - - - 999.000 999.000 999.000 999.000

32 夏季_Q8-2 エアコン使用時間 c 0.066 - 0.266 - - - - - - - 0.089 0.256 0.107 0.110

33 夏季_Q8-3 エアコン冷房設定温度 0.094 - 0.162 - - - - - - - 0.143 0.160 0.075 0.080

34 夏季_Q9 ペットのための冷房使用有無 d 0.037 - 0.109 - - - - - - - 0.030 0.112 0.058 0.054

35 夏季_Q10 家電有無_食器乾燥機能 d 999.000 - - - - 0.140 - - - 0.044 999.000 - 0.093 0.101

36 夏季_Q10 家電有無_電気ポット d 999.000 - - - - 0.081 - - - 999.000 999.000 - 999.000 999.000

37 夏季_Q10 家電有無_ウォーターサーバー d 0.034 - - - - 0.088 - - - 0.069 0.064 - 0.041 0.042

38 夏季_Q10 家電台数合計_便座 999.000 - - - - 0.145 - - - 999.000 999.000 - 0.049 0.045

39 夏季_Q10 家電台数（パソコン） 999.000 - - - - 0.120 - - - 999.000 999.000 - 999.000 999.000

40 夏季_Q10-2 衣類乾燥機能使用頻度 c 0.037 - - - - 0.131 - - - 0.078 0.053 - 0.072 0.073

41 夏季_Q11_1 犬・猫給水器有無 d 0.017 - - - - 0.047 - - - 0.032 999.000 - 999.000 999.000

42 夏季_Q11_2 水槽用保温ヒーター有無 d 999.000 - - - - 0.054 - - - 0.034 999.000 - 999.000 999.000

43 夏季_Q11_3 水槽用ライト有無 d 999.000 - - - - 0.062 - - - 0.054 0.027 - 0.032 0.035

44 夏季_Q11_4 ろ過用ポンプ有無 d 999.000 - - - - 0.060 - - - 0.040 0.027 - 0.027 0.025

45 4月_Q12 HEMS有無 d 0.058 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000 - 999.000 999.000 999.000 0.052 999.000 0.030 0.038

46 4月_Q13 蓄電システム有無 d 0.047 - - - - 0.022 - - - 0.043 0.044 - 999.000 999.000

47 夏季_Q14 LED使用場所数 0.053 - - - - 999.000 - - - 0.035 0.059 - 0.044 0.049

48 夏季_Q14 居間のLED使用有無 d 0.029 - - - - 999.000 - - - 999.000 0.035 - 0.022 0.025

49 夏季_Q14-2 居間のメイン照明・LED d 0.030 - - - - 999.000 - - - 999.000 0.037 - 0.027 0.031

50 夏季_Q15 居間のメイン照明使用時間 c 0.073 - - - - 0.124 - - - 0.090 0.076 - 0.067 0.064

51 夏季_Q17 電気HP給湯器 d 0.235 - - 999.000 - - - - - - 0.250 - 0.242 0.258

52 夏季_Q17 太陽熱給湯器 d 0.020 - - 0.075 - - - - - - 0.027 - 0.029 0.029

53 夏季_Q18 入浴日数（夏・浴槽） 0.081 - - 0.114 - - - - - - 0.082 - 0.062 0.061

54 夏季_Q18 入浴日数（夏・合計） 0.050 - - 0.107 - - - - - - 0.063 - 0.028 0.024

55 冬季_Q9 入浴日数（冬・浴槽） 0.063 - - - - - - - - - 0.056 - 0.045 0.036

56 冬季_Q9 入浴日数（冬・合計） 0.084 - - 0.149 - - - - - - 0.114 - 0.060 0.055

57 冬季_Q11 洗面お湯使用 c 0.115 - - 0.188 - - - - - - 0.118 - 0.111 0.113

58 冬季_Q12 台所お湯使用 c 0.114 - - 0.202 - - - - - - 0.105 - 0.088 0.079

59 夏季_Q19 電気コンロ有無 d 0.174 - - - - - - - - - 0.190 - 0.311 0.347

60 夏季_Q20 週間調理食数 0.033 - - - 0.252 - - - - - 0.185 - 0.030 999.000

61 夏季_Q20 1人当たり週間調理食数 0.036 - - - 0.198 - - - - - 999.000 - 999.000 999.000

62 冬季_Q1 24時間暖房 d 0.101 0.058 - - - - - 999.000 999.000 - 0.101 - 0.122 0.125

63 冬季_Q2 セントラル暖房システム有無 d 0.127 0.059 - - - - - 999.000 999.000 - 0.127 - 999.000 999.000
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表 2.2.26 評価モデルの分析結果（評価項目別）＜その２＞ 

 

 

注 1）表内数値は標準偏回帰係数の絶対値であり、各セルが各評価モデルである。有効な評価モデルのみ背景色を白としてい
る。 

注 2）タイプ：c は階級値、d はダミー変数（該当=1, 非該当=0）、空欄は調査票のまま（カテゴリー値または実数値） 

注 3）本表では”999.000”は統計的有意性が確認されなかったことを、”-“は評価対象外であることを表す。 

 

 

 

 

  

モデルNo 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

標準偏回帰係数のまとめ表

分析
No.

設問 変数
タ
イ
プ

電気・ガ
ス・灯油
計年間GJ

暖房GJ 冷房GJ 給湯GJ 台所用コ
ンロGJ

照明・家
電製品等
GJ

自動車
GJ

暖房GJ 暖房GJ
照明・家
電製品等
GJ

電気・ガ
ス・灯油
計年間
GJ

冷房GJ 電気年間
GJ

電気年間
GJ

※「999」は評価不可（有意差がなかった）の
項目、「-」は評価対象外

64 冬季_Q3 床暖房有無 d 0.103 0.084 - - - - - 0.070 0.093 - 0.101 - 0.043 0.051

65 冬季_Q4 個別暖房合計台数 0.080 0.097 - - - - - 0.113 999.000 - 0.079 - 0.142 0.148

66 冬季_Q5 太陽熱暖房有無 d 0.049 0.029 - - - - - 999.000 999.000 - 0.050 - 999.000 999.000

67 冬季_Q6 最頻使用暖房_エアコン d 0.097 0.133 - - - - - 0.273 999.000 - 0.105 - 0.124 0.130

68 冬季_Q6 最頻使用暖房_電気ストーブ類 d 999.000 0.034 - - - - - 999.000 999.000 - 999.000 - 0.045 0.054

69 冬季_Q6 最頻使用暖房_電気カーペット等 d 0.073 0.122 - - - - - 999.000 0.191 - 0.080 - 999.000 999.000

70 冬季_Q6 最頻使用暖房_電気蓄暖 d 999.000 0.028 - - - - - - 999.000 - 999.000 - 0.267 0.282

71 冬季_Q6 最頻使用暖房_ガスストーブ類 d 0.048 999.000 - - - - - 999.000 - - 0.051 - 0.083 0.091

72 冬季_Q6 最頻使用暖房_灯油ストーブ類 d 0.075 0.310 - - - - - 0.286 0.266 - 0.074 - 0.123 0.131

73 冬季_Q6 最頻使用暖房_木質ストーブ類 d 0.037 0.045 - - - - - - 999.000 - 0.036 - 0.017 999.000

74 冬季_Q6 最頻使用暖房_電気床暖房 d 0.034 999.000 - - - - - 999.000 - - 0.032 - 0.044 0.047

75 冬季_Q6 最頻使用暖房_ガス床暖房 d 0.093 - - - - - - - - - 0.095 - 0.065 0.076

76 冬季_Q6 最頻使用暖房_灯油床暖房 d 0.048 0.057 - - - - - 999.000 0.177 - 0.037 - 999.000 999.000

77 冬季_Q6 最頻使用暖房_セントラル暖房 d 0.121 0.056 - - - - - 0.065 999.000 - 0.119 - 0.023 0.030

78 冬季_Q6 最頻使用暖房_太陽熱暖房 d 999.000 999.000 - - - - - 999.000 - - 999.000 - 0.022 0.024

79 冬季_Q6-2 暖房設定温度 0.067 0.034 - - - - - 999.000 - - 0.070 - 0.169 0.171

80 冬季_Q6-2 暖房強弱設定 0.096 999.000 - - - - - - 0.086 - 0.115 - 0.114 0.118

81 冬季_Q6-3 暖房使用時間 c 0.172 0.143 - - - - - 0.119 0.114 - 0.165 - 0.135 0.135

82 冬季_Q7 暖房室数 0.165 0.097 - - - - - 0.102 999.000 - 0.195 - 0.097 0.100

83 冬季_Q8 ペットのための暖房使用有無 0.046 0.056 - - - - - 999.000 999.000 - 0.043 - 0.057 0.058

84 冬季_Q10_1 省エネ行動_01給湯1_シャワー使用時d 0.039 - - 0.075 - - - - - - 0.060 - 0.028 0.027

85 冬季_Q10_2 省エネ行動_02給湯2_続けて入浴 d 0.112 - - 0.115 - - - - - - 0.112 - 0.058 0.058

86 冬季_Q10_3 省エネ行動_03給湯3_食器洗い時 d 0.062 - - 0.072 - - - - - - 0.063 - 0.032 0.030

87 冬季_Q10_4 省エネ行動_04給湯4_リモコンオフ d 0.071 - - 0.137 - - - - - - 0.083 - 0.177 0.181

88 夏季_Q10_1 省エネ行動_05AC1_室外機 d 0.026 - 999.000 - - - - - - - 0.044 999.000 0.025 0.026

89 夏季_Q10_2 省エネ行動_06AC2_日射遮蔽 d 999.000 - 999.000 - - - - - - - 999.000 999.000 0.024 0.032

90 夏季_Q3_1 省エネ行動_07TV1_明るさ調整 d 0.074 - - - - 0.055 - - - 0.074 0.087 - 0.070 0.074

91 夏季_Q3_2 省エネ行動_08TV2_主電源オフ d 0.045 - - - - 0.079 - - - 0.054 0.039 - 0.047 0.049

92 夏季_Q6_1 省エネ行動_09冷蔵庫1_温度設定 d 0.062 - - - - 0.073 - - - 0.079 0.082 - 0.063 0.065

93 夏季_Q6_2 省エネ行動_10冷蔵庫2_詰込 d 0.018 - - - - 0.029 - - - 999.000 0.035 - 0.018 999.000

94 夏季_Q6_3 省エネ行動_11冷蔵庫3_開閉 d 0.028 - - - - 0.028 - - - 0.038 0.042 - 999.000 999.000

95 夏季_Q13_1 省エネ行動_12家電1_便座温水温度d 999.000 - - - - 999.000 - - - 999.000 0.027 - 0.026 0.029

96 夏季_Q13_2 省エネ行動_13家電2_便座暖房機能d 0.074 - - - - 0.054 - - - 0.050 0.075 - 0.062 0.068

97 夏季_Q13_3 省エネ行動_14家電3_PC電源 d 0.044 - - - - 0.070 - - - 0.088 0.046 - 0.046 0.047

98 夏季_Q13_4 省エネ行動_15家電_炊飯器保温 d 0.091 - - - - 0.127 - - - 0.157 0.120 - 0.090 0.093

99 夏季_Q16_1 省エネ行動_16照明1_明るさ調整 d 0.030 - - - - 0.047 - - - 0.062 0.029 - 0.048 0.044

100 夏季_Q16_2 省エネ行動_17照明2_消灯 d 0.050 - - - - 0.045 - - - 0.051 0.049 - 0.036 0.030

101 夏季_Q21_1 省エネ行動_18調理1_下ごしらえ d 0.054 - - - 999.000 - - - - - 0.065 - 0.023 0.022

102 夏季_Q21_2 省エネ行動_19調理2_炎調整 d 0.025 - - - 0.081 - - - - - 0.027 - 0.037 0.036

103 省エネ行動総合 省エネ行動実施率 0.123 0.055 0.046 0.110 999.000 0.123 - 0.050 999.000 0.145 0.149 0.045 0.121 0.128

104 4月_Q20_1 省エネ意識_01光熱費 d 0.045 0.030 0.048 0.042 999.000 0.062 0.030 - - 0.055 0.049 0.046 0.049 0.048

105 4月_Q20_2 省エネ意識_02温暖化 d 0.021 999.000 999.000 0.041 999.000 0.033 0.029 - - 0.036 0.035 999.000 0.033 0.033

106 4月_Q20_3 省エネ意識_03他世帯 d 999.000 999.000 999.000 0.030 999.000 999.000 999.000 - - 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000

107 4月_Q20_4 省エネ意識_04その他 d 999.000 999.000 999.000 0.032 999.000 999.000 999.000 - - 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000

108 4月_Q20_5 省エネ意識_05不明確 d 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000 - - 999.000 999.000 999.000 999.000 999.000

109 省エネ意識総合 省エネ意識_06統合 d 0.041 999.000 0.037 0.043 999.000 0.059 0.031 - - 0.072 0.049 0.035 0.055 0.057

110 4月_Q16 太陽光発電有無 0.162 - - - - - - - - - 0.156 - 999.000 999.000

111 4月_Q16 太陽電池容量 0.143 - - - - - - - - - 0.134 - 999.000 999.000

112 夏季_Q22 自動車台数 - - - - - - 0.433 - - - - - - -

113 夏季_Q22 ガソリン二輪車台数 - - - - - - 0.070 - - - - - - -

114 夏季_Q23_種類 電気自動車有無(3台目まで) d 999.000 - - - - 999.000 999.000 - - 999.000 999.000 - 0.025 0.024

115 夏季_Q23_種類 PHEV有無(3台目まで) d 999.000 - - - - 0.028 999.000 - - 999.000 999.000 - 999.000 999.000

116 夏季_Q23_排気量 自動車排気量(1台目) - - - - - - 0.156 - - - - - - -

117 夏季_Q23_排気量 自動車合計排気量(3台目まで) - - - - - - 0.407 - - - - - - -

118 夏季_Q23_実燃費 自動車実燃費(1台目) c - - - - - - 0.065 - - - - - - -

119 夏季_Q23_使用頻度 自動車使用頻度(1台目) c - - - - - - 0.325 - - - - - - -

120 夏季_Q23_使用頻度 自動車合計使用頻度(3台目まで) c - - - - - - 0.529 - - - - - - -

121 夏季_Q23_走行距離 自動車走行距離(1台目) - - - - - - 0.390 - - - - - - -

122 夏季_Q23_走行距離 自動車合計走行距離(3台目まで) - - - - - - 0.506 - - - - - - -

123 夏季_Q24 省エネ行動_20CAR_エコドライブ d - - - - - - 0.062 - - - - - - -
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2.3 調査の改善に関する検討 

2.3.1 回答難易度に関する分析 

家庭 CO₂統計は同一世帯に対して１年間で計 14 回の調査に回答いただいており、調査項目数

も延べ 500 以上と非常に多いことから、各調査項目における回答精度の確保と調査世帯の回答負

担低減が課題となっている。特に、調査項目に対して不明回答が多い項目は、回答精度の問題だ

けでなく回答難易度が高く回答者にとって負担の大きい可能性があるため、改善が必要である。 

そこで、今後の調査票改定やデータ審査の改善に向けた示唆を得ることを目的として、令和４

年度調査における属性項目の不明回答率を分析する。 

 

(1) 4 月調査（世帯状況）の不明回答発生状況 

４月調査の属性項目に関する不明回答発生率を表 2.3.1 に示す。不明回答率が５%以上の項目

としては建築時期（問７）、家庭用エネルギー管理システムの有無（問 12）、家庭用燃料電池で発

生した電気の売却有無（問 14-2）が挙げられる。問 13-2 は不明率が 41.5%と高いが、この不明世

帯のほぼすべてが前問で燃料電池の種類が不明であった世帯であることから、当該設問の難易度

が高かったということを示す数値ではないということは注意が必要である。 

 

表 2.3.1 ４月属性調査の設問別不明回答発生率 

 
（注）不明に該当する選択肢がなく、インターネット調査画面で回答した場合には不明回答が発生しない項目であり、かつデー

タ審査によって不明回答として修正されない調査項目を示す。 

  

調査票 設問
番号 調査項目 不明率 備考 調査員のみ

出現（注）
問1 世帯人数 0% 不明世帯は集計除外
問2 就業者人数 1.3% ○
問3 世帯主の4月末時点での平均的な在宅勤務日数 1.3% ○

問3-2 世帯主の1日の平均的な在宅勤務時間 3.8% ○
問4 平日昼間の在宅状況 0.4% ○
問5 建て方 0% 不明世帯は集計除外
問6 構造 0.1% ○
問7 建築時期 8.3%
問8 所有関係 0.6% ○
問9 延床面積 3.9%
問10 居室数 0.5%
問11 二重サッシ等有無 4.5%
問12 家庭用エネルギー管理システム（HEMS）の有無 5.7%
問13 家庭用蓄電システムの有無 2.8%
問14 家庭用燃料電池の種類 0.7% ○

問13-2 家庭用燃料電池で発生した電気の売却有無 41.5%

非該当世帯を含む全有
効回答世帯にに占める
不明率は0.7%
調査員：60.6%、IM：0%

○

省エネ意識（光熱費を節約するため、省エネを心
がけている方） 0.5% ○

省エネ意識（地球温暖化対策のため、省エネを心
がけている方） 0.8% ○

省エネ意識（ほかの世帯が省エネ行動をしている
ため、省エネを心がけている方） 1.3% ○

省エネ意識（これまでに挙げた理由以外で省エネ
を心がけている方） 1.4% ○

省エネ意識（特に理由はないが、省エネを心がけ
ている方） 0.7% ○

4月調査

問21
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上記の項目のうち、建築時期の不明率について回答者属性別に比較した結果について表 2.3.2

に示す。集合住宅や賃貸住宅に住んでいる世帯、世帯主年齢が若い単身世帯で不明回答率が高く、

これらの世帯では建築時期を確認することが難しいことが考えられる。 

 

表 2.3.2 回答者属性別・建築時期の不明率 

 

 

(2) 夏季調査の不明回答発生状況 

夏季調査は設問数が他の調査票に比べて非常に多いため、調査項目のうち不明回答率が５%以

上の項目について抜粋して表 2.3.3 に示す。 

家電の使用有無や台数の不明回答率は低い一方で、製造時期や大きさといった情報が回答でき

ない回答者は１割前後いることが確認できる。また、使用している自動車に関する情報のうち、

実際の燃費については「わからない」としている割合が１割を超えており、自動車に関する他の

項目に比べ回答難易度が高いと考えられる。 

  

分析軸 分類 不明率
調査員調査 9.1%
IM調査 7.4%
戸建住宅 2.4%
集合住宅 15.0%
単身・高齢 9.4%
単身・若中年 16.6%
夫婦・高齢 3.7%
夫婦・若中年 6.8%
夫婦と子・高齢 2.1%
夫婦と子・若中年 5.3%
三世代 2.0%
その他 8.5%
不明 5.9%
持ち家・分譲 1.5%
民営の賃貸住宅 24.4%
公営、公社または都市再生機構（UR）の賃貸住宅 17.3%
給与住宅 11.4%
不明 23.2%
29歳以下 16.9%
30～39歳 12.0%
40～49歳 10.9%
50～59歳 10.2%
60～64歳 8.3%
65歳以上 5.4%
不明 8.7%

世帯主
年齢

調査方式

建て方

所有関係

世帯類型
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表 2.3.3 夏季調査の設問別不明回答発生率（不明率５%以上の項目） 

 
（注）不明に該当する選択肢がなく、インターネット調査画面で回答した場合には不明回答が出現しない項目であり、かつデー

タ審査によって不明回答として修正されない調査項目を示す。 

 

表 2.3.3 で示した項目のうち、使用している自動車の１台目の実際の燃費（問 23）の不明率に

ついて回答者属性別に比較した結果について表 2.3.4 に示す。単身若中年世帯を除き、あらゆる

属性で不明割合が１割を超えていることから、世代や住まいの状況に関わらず使用している自動

車の実燃費を把握することが難しい可能性がある。 

  

調査票 設問
番号 調査項目 不明率 備考 調査員のみ

出現（注）
テレビ画面サイズ1台目 4.1% ○
テレビ画面サイズ2台目 5.2% ○
テレビ画面サイズ3台目 4.8% ○
テレビ製造時期1台目 7.6%
テレビ製造時期2台目 10.9%
テレビ製造時期3台目 12.6%

冷蔵庫容量(1台目) 8.2% ○

冷蔵庫容量(2台目) 10.0% ○

冷蔵庫製造時期（1台目） 6.6%

冷蔵庫製造時期（2台目） 10.1%

エアコン製造時期(1台目) 9.9%
エアコン製造時期(2台目) 7.3%
エアコン製造時期(3台目) 7.0%
エアコン製造時期(4台目) 7.3%
エアコン製造時期(5台目) 8.2%
使用している自動車の実際の燃費(1台目) 13.9%
使用している自動車の実際の燃費(2台目) 14.7%
使用している自動車の実際の燃費(3台目) 18.6%

問5

インターネット調査では
入力値に制限があるた
め外れ値が発生しない問2

インターネット調査では
入力値に制限があるた
め外れ値が発生しない

夏季調査

問23

問8
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表 2.3.4 回答者属性別・使用している自動車の実燃費（1 台目）の不明率 

 

  

分析軸 分類 不明率
調査員調査 14.9%
IM調査 12.8%
戸建住宅 13.5%
集合住宅 14.6%
単身・高齢 21.8%
単身・若中年 8.0%
夫婦・高齢 10.7%
夫婦・若中年 14.3%
夫婦と子・高齢 17.0%
夫婦と子・若中年 14.2%
三世代 13.8%
その他 16.3%
不明 57.2%
持ち家・分譲 13.8%
民営の賃貸住宅 13.3%
公営、公社または都市再生機構（UR）の賃貸住宅 19.3%
給与住宅 10.3%
不明 20.0%
29歳以下 20.5%
30～39歳 13.0%
40～49歳 14.0%
50～59歳 11.7%
60～64歳 11.4%
65歳以上 15.6%
不明 21.6%

所有関係

世帯主
年齢

調査方式

建て方

世帯類型
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(3) 冬季調査の不明回答発生状況 

 冬季調査の調査項目のうち主な項目の不明率について表 2.3.5 に示す。冬季調査の調査項目の

不明率はすべて５%未満であり、特に不明回答が高い項目はみられなかった。 

 

表 2.3.5 冬季調査の設問別不明回答発生率 

 
（注）不明に該当する選択肢がなく、インターネット調査画面で回答した場合には不明回答が出現しない項目であり、かつデー

タ審査によって不明回答として修正されない調査項目を示す。 

 

(4) 結果のまとめと考察 

 令和４年度調査の属性項目における不明回答の割合を確認し、特に回答者属性による影響が大

きい項目については属性別の不明回答率を分析した。 

令和３年度調査に引き続き、4 月調査と夏季調査では冬季調査に比べて不明率の高い項目が複

数みられる。これは４月調査や夏季調査は回答項目が多く、回答者は回答のために自身の住まい

や様々な機器・設備、車両に関する情報について確認をする必要があるため、相対的に確認する

のに手間がかかる建築時期や機器の大きさ・製造年数、自動車の燃費といった項目で「わからな

い」と回答してしまう割合が高くなるためであると考えられる。今回の集計で不明率が特に多く、

かつ不明を許容していない項目については引き続き調査の準備段階において回答に必要な情報の

確認方法を調査票内や手引きによりわかりやすく記載することや、各調査の回答開始前にあらか

調査票 設問
番号 調査項目 不明率 備考 調査員のみ

出現（注）
問1 この冬の暖房の仕方 0.1%
問2 セントラル暖房システムの使用有無 0.0%

問2-2 セントラル暖房システムの熱源 2.4%
問3 床暖房の使用有無 0.0%

エアコン（暖房）使用台数 0.1%
電気ストーブ類使用台数 0.3%
電気カーペット・こたつ使用台数 0.5%
電気蓄熱暖房器使用台数 0.1%
ガスストーブ類使用台数 0.2%
灯油ストーブ類使用台数 0.3%
木質ストーブ類使用台数 0.0%

問5 太陽熱利用暖房システム使用有無 0.2% ○
問6 最もよく使用する暖房機器 0.5%

最もよく使用する暖房機器の温度設定の有無 2.5%
設定温度 2.5%
強弱設定 0.1%

問6-3 1-2月平日の暖房機器使用時間 0.3%
問7 暖房居室数 0.1%
問8 ペットのための暖房使用 0.2%
問9 冬季の入浴日数 0.1%

シャワーを使うときは、不必要に流したままにしな
い 0.4% ○

家族が続けて入浴するようにしている 0.1% ○
食器を手洗いするときは、お湯を流したままにしな
い 0.4% ○

給湯機を使用しない時にはコントローラーの電源
を切るようにしている 0.5% ○

問11 今冬の洗面所のお湯の使い方 0.1% ○
問12 今冬の台所のお湯の使い方 0.1% ○
問13 融雪機器の種類 0.8% ○
問14 世帯年収 0.2% ○

問4

問6-2

問10

冬季調査
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じめ確認してほしい情報を整理して伝えるなど、回答の省力化や負担を減らす工夫を講じる必要

があると考えられる。 

また、不明回答率が高い項目のうち、住宅の建築時期と自動車の実際の燃費の２項目について、

回答世帯の属性別に不明回答率を分析した。住宅の建築時期では令和３年度と同様に戸建・持ち

家の世帯で不明回答がほとんど発生していない一方で、集合・賃貸住宅に住む世帯では不明回答

率が１割を超えており、それらの住宅に住む世帯では回答難易度が高いか、確認方法がわからな

い、あるいはすぐに確認できないために「不明」を選択している可能性がある。一方で自動車の

実燃費に関しては、世帯属性を問わず燃費が「わからない」と回答する世帯が一定数存在するこ

とから、使用している自動車の実燃費を把握するための方法等を広く伝える必要があると考えら

れる。 

なお、インターネット調査（調査員調査対象者のインターネット回答を含む）において不明回

答が発生しない項目では調査員でのみ不明回答が発生することになるが、これはインターネット

調査画面では不明回答ができない仕様となっているためである。実際は判断に迷っていたりや知

識や情報がなく選択ができないが、回答を終わらせるために選ばざるを得ないような場合もある

と考えられ、不明が発生しないことは、回答精度が担保されているということとは限らない。そ

のため、引き続き紙の調査票による不明回答率を継続的に把握し、特に不明回答率が高い項目に

ついてはインターネット調査画面においても設問文の改定や補足情報の提示などといった改善を

検討する必要がある。 
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(2) 統計表の公表 

統計表は、確報値公表の同日に e-Stat において公表した。 

 

表 2.4.2 政府統計の総合窓口 e-Stat で公表した統計表 

<第 1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-世帯人数、住宅の建て方等 

<第 2-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-機器の使用数量（テレビ、冷蔵庫、エアコン、洗濯
機、衣類乾燥機、浴室乾燥機、食器洗い乾燥機、食器乾燥機、電子レンジ、ガスオーブン） 

<第 2-2 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-機器の使用数量（炊飯器、電気ポット、ウォーター
サーバー、温水洗浄便座、暖房便座、加湿器、除湿機、空気清浄機、パソコン、ビデオレコーダー、インター
ネットモデム・ルーター）・ペットのための設備 

<第 2-3 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-機器の製造時期（テレビ、冷蔵庫、エアコン） 

<第 2-4 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-機器の種類・大きさ（テレビ、冷蔵庫、エアコン） 

<第 2-5 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-機器の種類（給湯器・給湯システム、コンロ) 

<第 2-6 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-システムの使用有無、使用状況（太陽光発電、蓄電、
コージェネレーション） 

<第 3-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-暖房使用状況（暖房の仕方、個別暖房機器の使用台
数、太陽熱利用暖房システムの使用状況、セントラル暖房システムの使用状況、床暖房の使用状況） 

<第 3-2 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-暖房使用状況（最もよく使う暖房機器、最もよく使
う暖房機器の温度設定状況、最もよく使う暖房機器の寒い時期の平日の使用時間、ペットのための暖房使用の
有無、暖房室数） 

<第 3-3 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-冷房使用状況 

<第 3-4 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-入浴状況、冬のお湯の使用状況 

<第 3-5 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-調理食数 

<第 3-6 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-照明の使用状況 

<第 3-7 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-機器の使用状況（平日のテレビの使用時間、衣類乾
燥機の使用頻度） 

<第 3-8 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-省エネルギー行動実施状況 

<第 4-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-自動車の保有状況 

<第 4-2 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-自動車の種類、排気量、燃費、使用状況 

<第 5 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-エネルギー種別使用用途、家庭で使用しているエネル
ギー種、契約電力会社 

<第 6-1-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-1-2 表>機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-月別エネルギー種別エネルギー
消費量 

<第 6-1-3 表>暖房使用状況別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-1-4 表>入浴状況、お湯の使い方別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-1-5 表>調理食数別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-1-6 表>省エネルギー行動実施状況別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-1-7 表>自動車の使用状況別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-2-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-2-2 表>機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-年間エネルギー種別エネルギー
消費量 

<第 6-2-3 表>暖房使用状況別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-2-4 表>入浴状況、お湯の使い方別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-2-5 表>調理食数別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-2-6 表>省エネルギー行動実施状況別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-2-7 表>自動車の使用状況別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<第 6-3-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 
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<第 6-3-2 表>機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-月別エネルギー種別二酸化炭素
排出量 

<第 6-3-3 表>暖房使用状況別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-3-4 表>入浴状況、お湯の使い方別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-3-5 表>調理食数別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-3-6 表>省エネルギー行動実施状況別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-3-7 表>自動車の使用状況別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-4-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-4-2 表>機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-年間エネルギー種別二酸化炭素
排出量 

<第 6-4-3 表>暖房使用状況別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-4-4 表>入浴状況、お湯の使い方別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-4-5 表>調理食数別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-4-6 表>省エネルギー行動実施状況別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-4-7 表>自動車の使用状況別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<第 6-5-1 表>基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 6-5-2 表>機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 6-5-3 表>暖房使用状況別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 6-5-4 表>入浴状況、お湯の使い方別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 6-5-5 表>調理食数別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 6-5-6 表>省エネルギー行動実施状況別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 6-5-7 表>自動車の使用状況別-年間エネルギー種別支払金額 

<第 7-1-1 表>参考：基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-年間用途別エネルギー消費量 

<第 7-1-2 表>参考：機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-年間用途別エネルギー消
費量 

<第 7-1-3 表>参考：暖房使用状況別-年間用途別エネルギー消費量 

<第 7-1-4 表>参考：入浴状況、お湯の使い方別-年間用途別エネルギー消費量 

<第 7-1-5 表>参考：調理食数別-年間用途別エネルギー消費量 

<第 7-1-6 表>参考：省エネルギー行動実施状況別-年間用途別エネルギー消費量 

<第 7-1-7 表>参考：自動車の使用状況別-年間用途別エネルギー消費量 

<第 7-2-1 表>参考：基本項目（世帯、住宅、機器使用状況等）別-年間用途別二酸化炭素排出量 

<第 7-2-2 表>参考：機器・照明の使用台数、使用状況、製造時期、種類、大きさ別-年間用途別二酸化炭素排
出量 

<第 7-2-3 表>参考：暖房使用状況別-年間用途別二酸化炭素排出量 

<第 7-2-4 表>参考：入浴状況、お湯の使い方別-年間用途別二酸化炭素排出量 

<第 7-2-5 表>参考：調理食数別-年間用途別二酸化炭素排出量 

<第 7-2-6 表>参考：省エネルギー行動実施状況別-年間用途別二酸化炭素排出量 

<第 7-2-7 表>参考：自動車の使用状況別-年間用途別二酸化炭素排出量 

 

<時系列第 1 表>基本項目（世帯、住宅）別-世帯人数、住宅の建て方等 

<時系列第 2 表>基本項目（世帯、住宅）別-年間エネルギー種別エネルギー消費量 

<時系列第 3 表>基本項目（世帯、住宅）別-年間エネルギー種別二酸化炭素排出量 

<時系列第 4 表>地方別-月別エネルギー種別エネルギー消費量 

<時系列第 5 表>地方別-月別エネルギー種別二酸化炭素排出量 
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(3) 公表データの確認 

「政府統計の総合窓口 e-Stat」にて公表する e-Stat 統計表は単年度統計表（737 ファイル）

及び時系列表５ファイルと、膨大なデータ量となっており、そのチェック方法についての効率化

が課題となっていた。そこで、集計結果を確実に e-Stat 統計表に取り込むことができているか

を効率的にチェックするため、目視確認の他、マクロを使った検証など、チェック方法の整理・

改善を検討した。検討した結果、整理したチェック方法を表 2.4.3 に示す。また、令和４年度家

庭部門の CO2 排出実態統計調査の e-Stat 統計表についてチェックしたところ、表 2.4.3 に示す

とおり、確実に集計結果が e-Stat 統計表に取り込まれていることを確認した。 

 

表 2.4.3 e-Stat 統計表のチェック方法（概要）及びチェック結果 

 

 

※検証マクロについて 

作成する統計表は集計システムから出力したデータ（元データ）をリンク参照して作成してい

る。そのため、検証マクロで作成する統計表のデータと元データを、セル番地を使いデータ照合

No. �ô�ê �¿�¥�Á�­�O�Q �¿�¥�Á�­�O�Q�¤�•�C�¥
�¿�¥�Á�­

�C�N

�½�q�ç�U�y�/
±�¾

�…
�Å�–�½�˜
·
S�v�ò�L�u�O�^

�s
�ê�»�®�ß


´�ç�U�y�Å�–�½�s���„�q�|��
��•	Ï�‰�j�z������
��²�®�v�u�n�q�O�–�Å�–�½�v

�o�O�q�ê�»�®�ß
�•

�†

±�L�€�½�¢�Æ�é�W�Í	ÿ�`�—

�q�O�–�^�s
�ê�»�®�ß

�y�/
±�y	D�/�½�¢�Æ�é�W�(
€�v�Í	ÿ�`�—�q�O�–�V�•�ê�»�®�ß�¤
¸���€�²�•

�O�¥�¤
±�������|
±���M�����;�����¥
�•

�‡
�(
€�u�+
¤�W�À�V�—�q�O�–

�^�s
�ê�»�®�ß �y�/
±�y�+
¤�W�(
€�v�}�V�—�q�O�–�V�•�ê�»�®�ß�¤
¸���€�²�•�O�¥ �•

�ˆ

±�†�W	D�/�•�9	}�ê�•�v	0


[�`�—�q�O�–�^�s
�ê�»�®�ß


±�†�v	0
[�W�M�n�j�Ó�Ÿ�¢�é�•�2	Ç�v�|	D�/�•�9	}�y
±�†�y	0
[�W	v�W�(


€�v
U�ë�`�—�q�O�–�V�•�ê�»�®�ß�¤
¸���€�²�•�O�¥�¤
±���|
±�������|
±����

���|
±�������|
±�������|
±�������|
±���������;�|
±���������;�¥

�•

�‰

±���W	D�/�•�9	}�ê�•�v	0


[�`�—�q�O�–�^�s


±���¿�¥�Á�­

�Ó�Ÿ�¢�é

�y�/
±�y
±���W	D�/�•�9	}�s�û�—�b�q�O�–�V�•�¦�­�¹�é��
<�•�=�O�q�®�ß

�¤
±���›���|
±���M�����;�����|
±���M�����;�����|
±���M�����;�����|
±���M�����;�����|
±����

X-1)

�•

�Š

±	Ç�b�u�O�Å�–�½�•���N�b

�q�O�u�O�^�s
�ê�»�®�ß


‰
±	Ç	t�i�z�Ü�­�ë�r�µ�·�Ä�Þ�&�v�ð�¬

	D�/
J�5
<�W
‰
±	Ç	t�i�y�2	Ç�y	Ö�û�|
[�b�Z
‰
±	Ç	t�i�`�—�q�O�–�V�|

�2	Ç�y�Ó�Ÿ�¢�é�r�ê�»�®�ß�¤
¸���¥

�Õ

�‹
	˜
<�<�•�>�y�=
<�v�£�•�W

�u�O�^�s
�W	Ä�Ü�­�ë

�k�Å�–�½�y	˜
<�<�•�>�=
<�•	t�i�b�j�Å�–�½�s�`
T�b�j�y�/
±�y�Å�–�½�•

	²�û�d�–�^�s�r	˜
<�<�•�>�y�=
<�y�²�—�•�®�ß
�Õ

�Œ
�£�n�j�°���±�•���N�b�q�O�u

�O�^�s
�W	Ä�Ü�­�ë

�£�n�q�°���±�W���N�`�—�–�y�z�|�y�/
±�r�£�n�q�k�Å�–�½�y�ï
*�¹�é�•�‚

	²�b�q�b�‰�Q�^�s�r�K�^�–�}�k�Å�–�½�s�`
T�b�j�y�/
±�y�Å�–�½�W�²�—�b

�q�O�–�^�s�r�|�£�n�j�¹�é�•�‚	²�b�q�O�u�O�^�s�•�®�ß

�Õ

�•
�¦�ç�–�•�•���N�b�q�O�u�O

�^�s
�W	Ä�Ü�­�ë

�¦�ç�–�•�¤�°���5�(�)���±�°���9�$�/�8�(���±�u�t�¥�z�|�y�/
±�•�`
T�d�–�O�y
È�=

�›�u�Ý�·�r
^�c�q�b�‰�Q�j�Œ�|�k�Å�–�½�s	²�û�d�–�^�s�r�|�¦�ç�–�•�W�u

�O�^�s�•�®�ß

�ë�0�&�v�z�¦�ç�–�•�W�M�–	Ö�û�|�µ�–�Æ�|�´�‚�á�µ�C�N�¤	Æ�K�¥���y�°�h�y

� �¦�ç�–�±�v�1���¤�1�*�¥�W
±�Ö�`�—�–

�Õ

�Ž

�®�E�Å�–�½�•�˜�=�b�q�O�–

�^�s�¤���E�Å�–�½�•�˜�=�b

�q�O�u�O�^�s�¥

�ê�»�®�ß

	��u�®�E�s���E�y�©�O�z�&�2 2
�	\�–�r�M�–�j�Œ�|�®
±�Á�‹�¤�®�E�¥�y�&�2 2


�	\�–�y�Å�–�½�s�`
T�b�j�y�/
±�y�&�2 2
�	\�–�y�Å�–�½�W�²�—�b�q�O�–�V

�ê�»�r�®�ß

�Õ

�½�Î�'�½�y�/
±�¾

�•
���N�d�–�ç�U�v�£�•�W�u�O

�^�s
�ê�»�®�ß ���N�d�„�X�Ò�,�ç�U�v
J�\�W�u�O�^�s�•�ê�»�r�®�ß �Õ

�•

´�ç�U�‰�r�y�Å�–�½�v�£�•

�W�u�O�^�s

�Î�'�½�y�/
±

�¿�¥�Á�­�Ó�Ÿ�¢�é

���ç�U�`
T�b�j�Î�'�½
±�v�o�O�q�|
´�ç�U�®
±�b�j�Å�–�½
þ�W
´�ç�U�®
±

�b�j�Î�'�½
±�s�²�—�d�–�V�¦�­�¹�é��
<�•�=�O�q�®�ß
�Õ

�‘
���ç�U�y�Å�–�½�v�£�•�W�u

�O�^�s

�Î�'�½�y�/
±

�¿�¥�Á�­�Ó�Ÿ�¢�é

���ç�U�`
T�b�j�Î�'�½
±�y�Å�–�½�W�|�q�ç�U	D�/
±�y�š�r�Å�–�½�s�²�—�d

�–�V�¦�­�¹�é�y��
<�•�=�O�q�®�ß
�Õ



 77 

し、一致するかどうかを確認することで、誤ったデータを掲載していないか、リンク参照の誤り

がないかをシステム的に確認できるものである（図 2.4.1 参照）。 

 

図 2.4.1 e-Stat 統計表の作成方法と検証マクロの概要 
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3. 統計の活用促進等 

3.1 調査票情報の二次利用に係る業務補助 

3.1.1 調査票情報の二次利用申請内容の審査等 

家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験調査、及び、平成 29 年度～令和３

年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査について、統計法第 32 条及び第 33 条に基づき、調査票情

報の二次利用に係る申請内容の審査の補助を行った。また、環境省に承諾された申請に基づいて

二次利用データを提供した。令和５年度に提供したものは下表のとおりである。 

 

表 3.1.1 統計法第 32 条及び 33 条に基づく二次利用申請 

対象調査 平成 30 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 31 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 2 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 3 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

利用者 東京理科大学理工学部建築学科 

対象調査 平成 29 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 30 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 31 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 2 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 3 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

利用者 環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 

対象調査 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験調査 

平成 29 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 30 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 31 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 2 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 3 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

利用者 国立大学法人大阪大学 

対象調査 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験調査 

平成 29 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 30 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 31 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 2 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 3 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

利用者 国立研究開発法人国立環境研究所社会システム領域地域計画研究室 

対象調査 平成 29 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 30 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

平成 31 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 2 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 

令和 3 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査 
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3.1.2 令和４年度調査の統計表作成手順 

令和４年度家庭 CO2 統計調査では 12 か月間連続のエネルギー使用量及び金額の他に、計３回

の属性調査（４月属性調査、夏季調査、冬季調査）を並行して実施しており、調査項目は延べ 560

に上る。そのため設問間・調査票間で齟齬のある回答や蓋然性の低い回答が含まれているため、

データ審査を実施し、データの除外や修正を実施している。また、エネルギー種別に使用量及び

金額の有効回答を 12 か月連続で得る必要があるため、有効回答数向上のために、欠測値や不明値

に対する適切な補完方法を検討し、実装している。 

以降、調査票情報から統計表を作成する際に行ったデータ審査について以下に示す。 

 

(1) エネルギーデータの審査 

エネルギーデータの審査では、まず欠測値の有無の確認と併せて下記４項目の確認をロジック

で行い、１つでも該当するものがあれば個別に確認し、系統的エラー（月ずれ回答、メーター指

針値回答、桁ずれ回答の３種類のエラー）については修正を行う。それ以外の異常値は不明値化

し、後述の欠測値補完の対象としている。 

 

単価の最大値が最小値の２倍より大きいか 

金額を使用量で除して求めた当該世帯の月別単価が、最大値と最小値で２倍より大きい差を含

んでいるかを確認する。ただし、ガスは基本料金がある上に、特に LP ガスにおいては使用量値

（m3）が非常に小さくなり得るため、相関係数の確認が必要となる。 

 

金額と使用量の相関係数が 0.9 以下か 

当該世帯の使用量と金額の関係の直線性を相関係数によって審査している。ただし、例えば灯

油やガソリンにおいて購入量が毎月一定に近いような世帯では、若干の単価変動でも相関係数が

大幅に悪化する場合があるため、そのような場合は単価が平均単価から外れていなければ問題無

いものとする。 

 

単価対数値が地方別平均対数単価±標準偏差の３倍から外れるか 

当該世帯の月別単価が同一地方内で大きく外れていないかを対数単価の地方別分布で以て確認

している。 

 

キリの良い金額回答が３回以上あるか 

当該世帯の当該エネルギー種の金額回答において、下２桁が丸められている回答が３回以上あ

るかどうかで不誠実疑義を抽出している。ただし、灯油及びガソリン・軽油は、１か月当たり複

数回の購入があり得るため、レシート紛失等によって金額を詳細に回答できなくなるケースが考

えられる。また金額を指定して購入するケースもあることから、地方別平均単価との比較を併せ

て行う。 

 







 83 

 

図 3.1.2 に調査依頼からデータ審査までの集計対象世帯数の推移を示す。 

 

 

図 3.1.2 調査依頼からデータ審査までの集計対象世帯数の推移 

 

(3) 属性データの審査 

属性項目の回答データに対しては内容の矛盾や外れ値、不明値に対する審査を実施している。

令和４年度調査において実施した審査項目と審査内容について以下に示す。 

 

1） 不明値の追加 

各審査を実施する前段階として、世帯ごとに回答が必須であるにもかかわらず未回答である項

目について不明値を付している。ただし世帯人数と建て方については、その世帯の集計ウェイト

を算出する際に必須の項目であり不明を許容しないため、それらの項目が未回答の世帯について

は集計対象世帯から除外とする。 

 

2） 数量項目の審査 

延床面積や機器の台数やサイズといった、数量回答項目に対して、次に示す３種類の審査方法

により外れ値の判定を行い、該当する回答については不明値とする審査を行っている。主な審査

項目については後述の表 3.1.2 に示す。 
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i) 中央値及び四分位範囲を用いたレンジチェックによる審査 

属性調査における数量項目についてはエネルギー使用量と同様に、項目ごとに個別確認によら

ない正常値の適切な範囲（レンジ）を定める必要がある。レンジを決定する際に判断基準として

一般的に用いられるのは平均値と標準偏差であるが、統計調査においては誤記入等による外れ値

があるため、その値の影響を強く受けることによりレンジが適切に設定できない場合がみられる。

そこで、本統計調査においては、分布が正規分布に近い数量項目について、既往文献11より、中央

値及び四分位範囲を用いたレンジによる外れ値の審査を行っている。 

図 3.1.3 は中央値及び四分位範囲を用いたレンジチェックの例を示している。回答分布をもと

に四分位値を求め、第１四分位から第３四分位までの範囲を四分位範囲（IQR; interquartile 

range）とし、下限値及び上限値を以下のように定める。 

上限値＝第 3 四分位値＋1.724×IQR 

下限値＝第 1 四分位値－1.724×IQR 

なお、上述の式の係数は分布の非対称性を考慮した標準的な正規分布におけるレンジを求める

ための値であり、回答分布の状態に応じて調整する必要がある。 

また、先述のとおりレンジはあくまで個別確認によらない正常値の適切な範囲であり、レンジ

から外れた全ての回答を機械的に不明値にするものではない。レンジチェックにおいて外れ値と

判定された世帯については個別に回答の確認を行ったうえで、回答が外れ値または誤回答である

と判断される場合において不明値に修正する。 

 

 

図 3.1.3 中央値及び四分位範囲を用いたレンジチェックの例 

 

 
11 野呂竜夫, 和田かず美, 2015「統計実務におけるレンジチェックのための外れ値検出方法」, 統計研究彙報, 72, 

pp.41-54, 総務省統計研修所 
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ii) 連続分布を用いた審査 

分布が正規分布に従わない項目（機器の台数等）や、ある特定の回答値に回答の多くが集中し

四分位範囲を求めることができない項目（設定温度等）といった、中央値及び四分位範囲を用い

たレンジチェックを適用することが難しい場合について、回答値がある連続した数値の範囲に出

現することに着目し、連続した数値の分布をレンジとしてその範囲から外れている値を確認した

うえで、外れ値として不明値に修正している。 

外れ値の判定方法の例を図 3.1.4、図 3.1.5 で示す。回答値の分布を取り、０または中央値から

連続して取りうる値について回答世帯が０世帯になるまでの範囲を回答有効範囲（レンジ）とし、

回答有効範囲の外にある回答値については外れ値とみなし回答値を不明に修正する。なお、中央

値及び四分位範囲を用いたレンジチェックと同様に、回答有効範囲はあくまでも正常値として判

断するための範囲であり、外れ値と判定された世帯については個別に回答を確認したうえで不明

値とするか判断を行う。 

 

 

図 3.1.4 0 から連続した回答分布についての外れ値判定方法の例 

 

 

図 3.1.5 中央値から左右に連続した回答分布についての外れ値判定方法の例 
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iii) 閾値を用いた審査 

テレビの画面サイズや冷蔵庫の容積のような、ある範囲で複数の代表的な値がある場合、正規

分布として扱うことができない。また、回答値が連続した値で出現しないため、分布をもとにし

た外れ値を設定することができない。そのため、市場動向等を確認することにより家庭用の機器

として出現しないと考えられる閾値を設定し、閾値を超えた回答については外れ値として不明値

に修正している。 

 

表 3.1.2 外れ値に関する主な審査項目 

調査票 調査項目名 審査内容 審査方法の分類 

４月 延床面積 回答値の分布において、四分位範囲による

外れ値に当てはまる回答値を個別確認の

上で不明値に修正する。 

外れ値：四分位 

４月 居室数 

夏季 調理食数 

夏季 自動車の年間走行距離 

夏季 家電の使用台数 回答の分布を確認し、０または中央値から

連続した分布より外れている回答値を個

別確認の上で不明値に修正する。 

外れ値：連続分布 

夏季 
エアコン設定温度（夏

季） 

夏季 調理食数 

夏季 車両の使用台数 

冬季 暖房機器の使用台数 

冬季 暖房機器の設定温度 

夏季 テレビの画面サイズ 100 インチ以上を不明とする。 外れ値：閾値設定 

夏季 冷蔵庫の容積 
10 リットル未満及び 1,000 リットル以上

を不明とする。 
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3） 回答矛盾の審査 

回答内容について属性項目同士や、属性項目とエネルギー回答との間で整合性が取れなかった

回答について、以下の審査を実施し、回答を修正する。 

 

i) 属性項目間における矛盾の審査 

調査票の回答項目や、対象世帯の情報における回答矛盾の主な審査方法について、表 3.1.3 に

示す。 

 

表 3.1.3 属性項目間の矛盾に関する主な審査項目 

調査票 調査項目名 審査内容 審査方法の分類 

4 月 続柄 配偶者が複数名いる場合、配偶者と回答した

続柄を不明とする。 

回答矛盾：同一調査

票内の不整合 

4 月 年齢 配偶者の年齢が０～９歳の場合、年齢を不明

とする。 

4 月 世帯主の在宅勤務

日数・１日当たり

の勤務時間 

世帯主の就業状態が「就業者（在宅勤務有り）」

以外の場合、「回答無し」に修正する。 

夏季 家 電 の 使 用 状 況

（使用時間、使用

頻度、設定温度） 

当該機器の使用がない場合、「回答無し」に修

正する。 

夏季 家電に関する省エ

ネ行動（夏季調査） 

省エネ行動に関連する家電機器を使用してい

ない場合は「該当しない」に、当該機器を使用

しているのにもかかわらず省エネ行動の回答

がない場合は「不明」とする。 

夏季 コンロに関する省

エネ行動 

省エネ行動に関連する機器を使用していない

世帯については、「該当しない」とする。 

夏季 自動車に関する省

エネ行動 

自動車を使用していない世帯については「該

当しない」とする。 

冬季 暖房機器の使用状

況（温度設定、使用

時間、暖房居室数） 

暖房機器を使用していない場合、「回答無し」

に修正する。 

４月 家庭用燃料電池、

ガ ス エ ン ジ ン 発

電・給湯器、ガスエ

ンジン発電・暖房

器の使用有無 

それぞれの機器を使用していると回答した世

帯について、住宅の建て方や居住地域、使用

しているエネルギーの種類より当該機器を使

用している蓋然性が低い世帯についてはその

機器の回答を「使用なし」に修正する。 

回答矛盾：調査票間

の不整合 
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夏季 使用している給湯

器の種類 

「給湯機器はない」と回答しており、かつ夏

季または冬季の入浴状況において、「浴槽に湯

をはる日数」「浴槽に湯をはらず、家族全員が

シャワーで済ます」に１日以上の回答がある

場合、給湯機器はあると判断し、「給湯機器不

明」に回答を修正する。 

夏季 使用しているコン

ロの種類 

「コンロはない」と回答しており、かつコン

ロを使用した調理食数が１食以上あると回答

されている場合、コンロの種類を「不明」と修

正する。 

夏季・ 

冬季 

入浴日数（夏季・冬

季） 

「浴槽に湯をはる日数」「浴槽に湯をはらず、

家族全員がシャワーで済ます」「入浴しない」

日数のいずれかに回答があり、かつ合計が７

日にならない場合は、合計が７日以内になる

よう日数を修正する。 

冬季 暖房居室数 暖房居室数が居室数よりも多い場合は、居室

数と同じ室数に修正する。 

冬季 給湯に関する省エ

ネ行動 

「家族が続けて入浴する」について、単身世

帯の回答を「該当しない」に修正する。 

４月 契約電力会社 回答世帯の居住地域において電力販売を実施

しておらず、一般送配電事業者の送電エリア

も隣接していない旧一般電気事業者を回答し

ている場合、回答世帯の居住地で供給を行っ

ている旧一般電気事業者に回答を修正する。 

回答矛盾：世帯情報

との不整合 
 

４月 ガス種類・契約ガ

ス会社名 

ガス種類と契約ガス会社の回答が矛盾してい

る場合、ガス使用量の回答状況（小数回答の

有無等）とガス会社名の回答からガス種類を

修正する。 

契約ガス会社名が未回答あるいは不明であ

り、かつガス使用量の回答が有効である場合、

ガス使用量回答からガス種類を判断する。都

市ガスであると判断できる場合は、その世帯

の居住地域の代表的なガス導管事業者名に回

答を修正する。LP ガスであると判断できる場

合はガス会社名を不明とする。 
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冬季 融雪機器使用状況 集合住宅の世帯で融雪機器の使用が有ると回

答している場合、共用の融雪機器であると判

断し融雪不使用とする。 

また、北海道・東北・北陸以外で融雪機器を使

用していると回答している場合、回答者の住

んでいる都府県における過去の積雪状況か

ら、融雪機器が普及していないと判断される

場合は融雪機器を不使用とする。 
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ii) 属性項目とエネルギー使用量との矛盾の審査 

属性項目とエネルギー回答との回答矛盾についての主な審査方法について、表 3.1.4 に示す。 

 

表 3.1.4 属性項目とエネルギー回答との間における矛盾に関する主な審査項目 

調査票 調査項目名 審査内容 審査方法 

夏季 ガス・灯油給湯器

の使用状況 

ガスまたは灯油の給湯器のみを使用している

のにもかかわらず、使用に関わるエネルギー

の使用量や購入量の回答が年間を通じてな

く、かつ夏季調査又は冬季調査において「お

風呂に湯をはる日数」「家族全員がシャワーの

みで済ます日数」を１日以上あると回答して

いる場合、個別の回答を確認し、年間を通し

てエネルギー使用量回答の欠測と判断される

世帯については、集計対象から除外する。 

属性項目とエネル

ギー回答との整合

性 
 

夏季 ガスコンロの使用

状況 

ガスを使用するコンロのみを使用しているの

にもかかわらず、ガスの使用量回答がなく、

かつコンロを使用して調理を行う食数が１食

でもあると回答している場合、個別の回答を

確認し、年間を通してガスの使用量回答の欠

測であると判断される世帯については、集計

対象から除外する。 

夏季 ガソリン・軽油を

使用する車両の使

用状況 

ガソリンまたは軽油を使用する自動車の使用

があると回答しているのにもかかわらず、燃

料の購入量についての回答がない場合、自動

車燃料の集計については集計対象外とする。 

冬季 使用している暖房

機器（エネルギー

回答との整合） 

①ガスまたは灯油の暖房を使用していると回

答しているのにもかかわらず、当該の暖房を

使用するための熱源の使用量及び使用金額の

回答がない場合、その暖房については使用な

しに修正する。 

②ガスまたは灯油の暖房を「最もよく使用す

る暖房」と回答しているのにもかかわらず、

当該の暖房を使用するための熱源の使用量及

び使用金額の回答がない場合、個別の回答を

確認し、年間を通して当該エネルギー回答の

欠測と判断される世帯については、集計対象

から除外する。 
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4） その他の審査 

上述した審査の他に実施した主な審査項目について、表 3.1.5 に示す。 

 

表 3.1.5 その他の主な審査項目 

調査票 調査項目名 審査内容 審査方法の分類 

夏季・ 

冬季 

使用している給湯・

コンロ・暖房の「そ

の他」自由記述 

回答内容を確認し、調査票の選択肢の中から

一意に定められる場合はその選択肢に修正

する。調査票の選択肢のうち複数に該当し、

一意に定められない場合は「不明」に修正す

る。調査票の選択肢のいずれにも当てはまら

ない場合は「その他」とする。当該機器とは

関係のない回答内容の場合、その機器につい

ては不使用（回答無し）に修正する。 

その他：自由記述の

精査 

４月・ 

例月 

契約電力会社（自由

回答） 

小売事業者名以外の、販売代理事業者や特定

のサービス・プラン名を回答していた場合、

回答内容から判断可能な小売事業者名に修

正する。回答内容から小売事業者が一意に定

まらない、または未回答の場合、回答世帯の

居住地で供給を行っている旧一般電気事業

者に回答を修正する。 

その他：自由記述の

精査 

夏季 冷蔵庫種類・容積・

製造時期 

容積が最も大きい冷蔵庫が１台目になるよ

う、回答順を並び替える。ただし、いずれか

の冷蔵庫の容積が不明の場合は、並び替えを

行わない。 

その他：回答の並び

替え 

夏季 自動車種類・燃費・

使用頻度・走行距離 

走行距離が最も長い自動車を１台目とし、走

行距離が長い順になるよう、回答順を並び替

える。ただし、いずれかの自動車の走行距離

が不明の場合は、並び替えを行わない。 

その他：回答の並び

替え 
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• 夫婦：続柄が世帯主と配偶者の２名からなる世帯 

• 夫婦と子：続柄が世帯主･配偶者各１名ずつ、子１名以上からなる世帯 

• 三世代：世帯主との続柄が「祖父母」、「親」、「世帯主」または「配偶者」、「子」及び「孫」の

うち、三つ以上の世代が同居している世帯（それ以外の世帯員の有無を問わない） 

• その他：続柄に関係なく、上記４区分に含まれない世帯 

iii) 世帯類型 8 区分 

• 単身・高齢：世帯類型５区分の「単身」に属し、年齢が 65 歳以上の世帯 

• 単身・若中年：世帯類型５区分の「単身」に属し、年齢が 65 歳未満の世帯 

• 夫婦・高齢：世帯類型５区分の「夫婦」に属し、世帯主もしくは配偶者のいずれかの年齢が

65 歳以上の世帯 

• 夫婦・若中年：世帯類型５区分の「夫婦」に属し、世帯主と配偶者のいずれの年齢が 65 歳未

満の世帯 

• 夫婦と子・高齢：世帯類型５区分の「夫婦と子」に属し、世帯主もしくは配偶者のいずれか

の年齢が 65 歳以上の世帯 

• 夫婦と子・若中年：世帯類型５区分の「夫婦と子」に属し、世帯主と配偶者のいずれの年齢

が 65 歳未満の世帯 

• 三世代：世帯類型５区分の「三世代」と同じ 

• その他：世帯類型５区分の「その他」と同じ 

• 不明：続柄もしくは年齢に不明が含まれる世帯 

 

3） 住宅の省エネ基準地域区分 

世帯の住所情報に基づき「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令における算出方法等

に係る事項（令和元年 11 月 15 日一部改正）」別表第 10 に示されている区分に従い、８区分に分

類している。 

 

4） 電気の CO2 排出係数 

４月属性調査の電力会社名に基づき、当該小売電気事業者の調査年度の基礎排出係数を適用し

ている。ただし、調査期間中に電力会社の変更（例月票で調査）があった場合には、月別に排出

係数を設定し、各月の電気使用量で加重平均した値をその世帯の電気の CO2 排出係数とする。 

 

5） 家電台数 

夏季調査の回答に基づき、冷蔵庫（問１）、テレビ（問４）、家電製品（問 10）の合計台数を家

電台数とする。 

 

6） 住宅全体で使用している照明の種類 

夏季調査における各部屋での使用照明種類に基づき、下記の基準に従い住宅全体で使用してい
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る照明の種類を５区分で分類する。 

 

• LED 照明のみ使用：いずれの部屋においても LED 照明以外の照明種類がない世帯 

• LED 照明と他照明の併用（白熱電球あり）：LED 照明及び白熱電球をいずれかの部屋で使用

している世帯 

• LED 照明と他照明の併用（白熱電球なし）：いずれかの部屋で LED 照明を使用しており、か

ついずれの部屋においても白熱電球を使用していない世帯 

• LED 照明不使用（白熱電球なし）：いずれの部屋においても LED 電球及び白熱電球を使用し

ていない世帯 

• LED 照明不使用（白熱電球あり）：いずれの部屋においても LED を使用しておらず、かつい

ずれかの部屋で白熱電球を使用している世帯 

• 不明：いずれの部屋においても LED 電球を使用しておらず、かついずれかの部屋において使

用している照明が「わからない」である世帯。または、いずれの部屋においても白熱電球を

使用しておらず、かついずれかの部屋において使用している照明が「わからない」である世

帯 

 

7） 調理食数（１日あたりの調理食数別） 

夏季調査におけるコンロを使用して調理を行う食数について、平日として回答されて食数を５

倍、休日の食数を２倍にした値を合計し、７で割った値を１日あたりの調理食数とする。 

 

8） エネルギー種別用途 

属性調査における機器の使用状況及びエネルギー調査における各種エネルギーの使用回答に基

づき、各世帯におけるエネルギー種別用途を判定している。 

 

9） 家庭で使用しているエネルギー種類 

エネルギー調査における電気、ガス、灯油の使用回答に基づき、世帯ごとの使用エネルギーの

組み合わせについて以下の６区分に分類する。 

• 電気のみを使用 

• 電気と都市ガスを使用 

• 電気と LP ガスを使用 

• 電気と灯油を使用 

• 電気と都市ガスと灯油を使用 

• 電気と LP ガスと灯油を使用 
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3.2 オーダーメード集計に係る準備 

統計法第 34 条に基づく委託による統計の作成等（いわゆるオーダーメード集計）の準備とし

て、（独）統計センターが必要とする資料を作成した。作成した資料は下表のとおりであり、この

内「符号表」は政府統計個票データレイアウト標準記法に準拠した。 

 

表 3.2.1 オーダーメード集計のために作成した資料 

１）星取表（掲載統計表一覧） 

２）符号表 

３）分類一覧 

４）集計仕様書 

 

3.3 統計調査の活用促進等 

3.3.1 広報用資料の作成 

家庭 CO2 統計の成果を幅広く提供し、地方自治体や民間事業者、大学・研究者等の関係者によ

る削減対策の検討等への活用促進を図ることを目的に、令和４年度調査の結果や概要を盛り込ん

だ広報用資料を作成した。広報用資料は、今後の家庭 CO2 統計の調査対象世帯に配布することを

想定した一般家庭向けの資料（２ページ）と、統計利用者向けの資料（４ページ）の２種類を作

成した（参考資料 資料３参照）。 

両資料とも、最初のページで調査の背景・目的及び特長を示し、令和４年度調査の主な結果を

掲載した。一般家庭向けでは調査の背景・目的で家庭でのエネルギー使用による CO2 の排出状況

イメージ図を入れ、統計利用者向けでは図解の替わりに調査の概要（調査項目等）を拡充した。

各資料の具体的な構成案は下記のとおりである。 

 

A) 一般家庭用（２ページ版） 

1. 調査の背景・目的 

2. 令和４年度調査の実施（令和４年４月～令和５年３月） 

3. 令和４年度調査により得られた主な結果 

（建て方別世帯当たり年間 CO2 排出量、世帯類型別世帯当たり年間 CO2 排出量） 

 

B) 統計利用者用（４ページ版） 

1. 調査の背景・目的 

2. 令和４年度調査の実施（令和４年４月～令和５年３月） 

3. 調査の特長 

4. 令和４年度調査により得られた主な結果 

(1) 建て方別世帯当たり年間 CO2 排出量 

(2) 地方別世帯当たり年間 CO2 排出量 

(3) 世帯類型別世帯当たり年間 CO2 排出量 



 96 

(4) CO2 排出量の季節変化 

（世帯当たり月別エネルギー種別 CO2 排出量） 

(4) 冷蔵庫（１台目）の製造時期 

(5) 使用している照明の種類 

（使用している照明の種類（住宅全体）） 

(6) 二重サッシ又は複層ガラスの窓  

（二重サッシまたは複層ガラスの窓の有無） 

5. 調査票情報の提供について 

 

3.3.2 WEB コンテンツの作成 

国民各層に家庭 CO2 統計の結果を紹介し活用していただくことを目的に、平成 28 年度業務に

おいて全国試験調査の結果を掲載した WEB コンテンツを作成し、平成 29 年度から環境省ホーム

ページ内にて公開している。平成 31（令和元）年度業務以降、前年度に公表された調査結果（確

報値）の WEB コンテンツを作成してきた。本年度は、令和３年度調査結果（確報値）の WEB コ

ンテンツの作成等を実施した。 

 図 3.3.1 に WEB コンテンツの構成イメージを示す。構成は三階層になっており、トップペー

ジとなる第一階層があり、第二階層は家庭 CO2 統計を紹介するページ、図表の閲覧する際の注意

点を示すページ、平成 29（2017）年度から直近の令和３（2021）年度までの家庭からの CO2 排

出量などの経年変化を紹介するページ、令和３年度調査の全体概況を紹介するページ、属性項目

別の結果を紹介するページで構成している。第三階層が主に図表を掲載する詳細ページであり、

図表及び解説文を掲載している。表 3.3.1 にページの一覧を示す。 

経年変化を紹介するページでは、世帯別の CO2 排出量、エネルギー消費量、自動車からの CO2

排出量、照明の種類（居間）の結果を掲載している。全体概況及び属性項目別の結果は、項目別

に表 3.3.1 に示す内容で構成されている。項目ごとに関連する図表及び解説文が 1 ページで表示

される構成としている。 

 

図 3.3.1 WEB コンテンツの構成イメージ 
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表 3.3.1 ページの一覧表 
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4. 家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業に係る検討会の開催 

令和５年度「家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務」の実施にあたり、家庭部門のエ

ネルギーの消費実態や統計に関する有識者８名で構成する検討会を設置し、１回開催した。 

 

4.1 委員構成及び開催状況 

表 4.1.1 に令和５年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業検討会の委員構成及び開催状況を

示す。 

 

表 4.1.1 令和５年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業検討会の委員構成及び開催状況 

委員

構成 

（座長） 

中上 英俊  株式会社住環境計画研究所 代表取締役会長 

 

（委員） 

岩船 由美子 東京大学 生産技術研究所 エネルギーシステムインテグレーション

社会連携研究部門 教授 

金森 有子  国立環境研究所 社会システム領域 脱炭素対策評価研究室 主幹研

究員 

桑原 廣美  公益財団法人 全国生活衛生営業指導センター 指導調査部特別指導

室研究員 

田辺 孝二  東京工業大学 名誉教授 

根田 徳大  東京ガス株式会社 カーボンニュートラルシティ推進部長 

前田 圭   電気事業連合会 業務部長 

美添 泰人  一般社団法人新情報センター 会長（青山学院大学 経営学部 名誉

教授） 

開催

状況 

第１回 令和５年 10 月 17 日（火）15:30～18:00 インテージ会議室+オンライン 

（ハイブリッド開催） 
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4.2 議事 

 

第１回 令和５年 10 月 17 日（火） 

(1) 家庭 CO2 統計の利活用について 

(2) 令和４年度調査の実施結果及び調査結果の公表について 

(3) 令和５年度調査の実施状況について 

(4) e-Stat 統計表の誤り及び再発防止対策について 

(5) その他 
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